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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
１ 木立 避難路の整備、対策について、市の対 「東日本大震災」が想定外の津波被害をも 地区、自主防災組織から要望を取りまと 総務

応にスピード感が感じられない、早急 たらしたことから、佐伯市においても、中 めて対応するとのことであり、議会とし (6)
にしてほしい。市でできない部分は、 央防災会議が検討した東南海・南海地震の ても避難施設整備のあり方について注視
自治会に問い合わせ状況の確認等を直 同時発生による津波の浸水予測データとは していきます。
ちに進めてほしい。 別に津波の想定値の3倍強の高さをもって、

津波からの「避難の目安」の標高とし、避
難地、避難路の見直しを区や自主防災組織
を通じて現在行っており、その結果を受け、
津波からの生存のための避難が行えるよ
う、避難地、避難路の整備を早急に進めて
いきたいと考えています。

2 木立 早急な地震対策、津波対策を求める。 同上 同上 総務
(8)

3 木立 津波避難道路の整備を。（10ﾒｰﾄﾙの高 同上 同上 総務
さに対応するには山道の新設が急務） (9)

4 木立 ３月11日の大震災を受けて新市庁舎建 議会にも報告しているとおり基本設計で 執行部の見解のとおりです。 総務
設に関し、市の庁舎は住民の避難場所 は、自然エネルギーの有効利用と環境負荷 (5)
になる。そのため７階に予定している 低減を目的として、7階に太陽光発電設備
太陽光発電施設よりも災害時に使える を設置可能なスペースを確保し、今後導入
ヘリポートの設置を望む、議会として を検討していくことにしています。現時点
も真剣に考えてほしい。 でこの方針を変えヘリポートを設置するこ

とにした場合、ヘリコプターの自重や着陸
する際の衝撃荷重を現設計では見ていない
ため、大きな構造への負担が予想され駆体
費用やヘリポート工事費で数千万円の増額
が発生します。また、設計工期も延長され、
その後の工事発注計画を考えると平成26
年度までに全ての事業が完成せず、合併特
例債の適用ができなくなります。災害時に
庁舎は一時避難場所となりますが、仮に避
難された方が屋上からしか移動できない場
合は、ヘリコプターが着陸せずホバリング
を行うことは可能です。また、東日本大震
災を受けて太陽光発電の必要性の声は増し
ていると考えています。なお、市では、大
津波で甚大な被害が発生した東日本大震災
を受け、津波から避難する際の目安となる
標高を地域ごとに設定しました。それによ
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ると新庁舎建設場所の佐伯地域は、標高1
1ｍ以上となっており、新庁舎は、災害時
の一時避難場所とする計画。津波発生時は、
３階以上がその対象になる。議会からは屋
上を避難場所として利用するための外階段
設置の要望についてですが、現時点で屋上
は太陽光発電設置スペースとして設計が終
了しており、この方針を変え屋上を避難場
所として整備し、庁舎の外階段を設置した
場合、設計工期が延長され、その後の発注
計画を考えると平成26年度までに全ての
事業が完成せず、合併特例債の適用ができ
なくなります。したがって、屋上の太陽光
発電システム設置スペースを避難場所とし
て整備することは考えていません。なお、
緊急時は太陽光発電システムがあっても、
屋上に避難することは可能です。また、避
難時の庁舎の出入りは職員も至急配置され
ますが、時間外は宿直もいますので庁舎内
の階段、エレベーターにて避難できると考
えています。

5 木立 佐伯市には莫大な借金があるが、これ 本市の財政運営は、平成２２年３月に策定 執行部の見解のとおりであり、議会とし 総務
を返す目途があって各事業に取り組ん した第２期行財政改革推進プラン（計画期 ても市の財政状況の監視をしていきま (4)
でいるのか。 間：平成２２年度～平成２６年度）に定め す。

た基本方針に沿って行っています。この計
画では、計画期間５年間の投資的経費を４
００億円（年平均８０億円）以内に抑制し、
各年度の市債発行額を抑制することで、２
６年度末の借入金残高を２１年度末から１
００億円削減する事としています。この計
画額には庁舎建設や大手前開発などの大型
事業も含めた、大枠での投資予定額を基に
今後の財政収支の見通しを推計し、この方
針に沿った財政運営がなされるよう努力を
しているところです。本市だけでなく全国
の自治体の財政状況は、長引く不況の影響
などにより厳しい状況に置かれており、現
行の交付税制度は国税の伸び悩みにより、
入り口ベースでの不足額を借入金で補填せ
ざるを得ない状況にあることから、制度の
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あり方について国と地方の議論が行われて
いますので、その動向には十分な注意が必
要です。第２期行革プランに沿った財政運
営を基本としつつ、状況の変化には速やか
に対応できるよう毎年度中期的な財政推計
を行い、規律ある財政運営に努めて参りま
す。

6 木立 入札最低価格の件、私も建設関係の仕 －－－－－ 平成２３年９月議会で公共工事入札問題 総務
事をしているが、コンピュータの能力 調査特別委員会を設置しましたので、今 (7)
が優れていても絶対に無理だと思う、 後調査を行ってまいります。
これをうやむやにして終わるのか。

7 木立 文化会館は高齢者の利用する催しもの 佐伯文化会館は昭和46年に建設され、以 文化会館の新築については、議会として 教民
が多い施設である。耐用年数も経過し、 後市民の文化芸術活動等の場として多くの は規模や場所等について議員個々の意見 (10)
修繕に多額の経費を要すということで 方が利用されてきました。本年、築後40 があり、意見集約はできていません。執
手を付けないのでは市民に申し訳ない 年目を迎え、近年は設備類の維持補修が多 行部へ確認したところ、現在は、修理等
と思う。修理できるものは修理し、何 くなってきていますが、例年予算を確保し は行っているものの、基幹的な部分に係
とか対策を講じていくよう働きかけて 必要と考えうる修理は行っているところで る改修は行えていないとのことでした。
ほしい。 す。ただ、館本体に影響する「バリアフリ また文化会館・市民会館については、今

ー化」的な改修などは、館の構造上、大規 後その目的や機能など、また新築等の場
模改修を伴う場合があることから多額の経 合は、規模や場所等を早期に検討し、関
費を必要とするため、改修をするなら新築 係者と協議していく予定であるとのこと
をした方が効果的だという考え方もあり、 でした。
基幹的な部分に係る改修は行えていないの
が現状です。文化会館・市民会館について
は、今後その目的や機能など、また新築等
の場合はその規模や場所等を早期に検討
し、関係者と協議して行く予定です。

8 木立 有害鳥獣駆除報償金の減額を元に戻し シカの報償金につきましては、今年の３月 シカの報償金については、捕獲頭数につ 経産
てほしい（捕獲頭数の減少につながる）。 15日から年間を通して8,000円から6,00 いては年々増加していることなど一定の (3)

0円に減額しております。捕獲の時期から 効果があると考えます。また、年間通じ
みますと、１年は大きく狩猟期間と有害鳥 ての支給であることなどから現時点で委
獣捕獲許可期間に分けられ、これまでは、 員会としても同様の執行部と見解であり
有害鳥獣捕獲許可期間のみ報償金支払いの ます。そのほかの課題としては山間部を
対象としていました。しかし、シカの農林 近隣市町村と隣接する本市において、他
業被害が激しいため、さらにシカの捕獲頭 市町村からの有害鳥獣の入り込みがある
数を増やすよう、平成21年度から狩猟期 ことも考えられます。そこで、県・関係
間中も報償金の対象とすることと変更して 機関と連携し、有害鳥獣対策を一市町村
いたところです。これにより、シカの捕獲 で解決するのみでなく全県下を挙げ共通
頭数は平成20年度の2,234頭に比べ、平 認識をもってこの問題解決に当たる必要
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成21年度には9,423頭と大幅に捕獲頭数 があることから、委員会としても積極的
が増えております。さらに狩猟期間中は県 に取り組んでいきます。
の補助金の上限が１頭当たり2,500円とな
っていることから、財政的な面も考慮して
１年間を通して6,000円としているところ
です。
また、イノシシにつきましては、生息頭
数が少なくなったという声が聞かれるよう
になりましたので、６月より報償金の対象
外としておりますが、今後被害の状況をみ
ながら、報償金の対象とするか検討したい
と考えています。

9 木立 大手前開発の中で文化会館の建て替え －－－－－ 意見として把握します。 地開
について議論していないというのは市 （既に委員会・一般質問等で議論してい (1)
民を無視した話である。 る。文化会館では、イベント時以外の集

客が見込めない。また、現在と同等の座
席数を有する施設を建築する場合、土地
の広さに問題がある。等の理由により大
手前開発の中では文化会館は建築しない
という執行部の答弁だった。）

10 木立 大手前開発に投資する資金は、何年で ●中心市街地活性化基本計画は、地区住民、 執行部に確認したところ、市のメリット 地開
回収できる計画になっているのか。こ 市民が集う街、来街者が集う街を目指して については、大手前開発事業では、区画 (2)
のような説明が市民に対して不足して おり、具体的には歩行者通行量の増加及び 整理事業、再開発事業を行うことにより、
いる。今後、少子高齢化の中、税収も 歴史と文学の道の観光入込客数の増加の数 居住環境が良くなり、またバスターミナ
減少すると考えられるのにこのような 値目標を掲げている。この目標を達成する ルを新設することにより交通の利便性も
事業を実施する、市民の声は聴かない ために、公共と民間の八十数事業を一体的 向上する。事業を行うことにより活性化
でいいと言う結論を議会は出した、も に実施する計画となっている。その中で大 されれば、商業施設等からの所得も生ま
しこの資金を取り返せないときには議 手前開発事業は、核事業として位置づけて れ市民税の、また周辺地域に民間活力に
員がそれだけの責任をとるのか。費用 おり、商業店舗、住宅、公共公益施設、広 よる開発が行われれば固定資産税等の税
対効果、採算はとれるのか。民間企業 場、駐車場等を整備することにより、市民 収増になる。また、中心市街地の活性化
なら責任を取りますということで裏判 が集う交流の場が生まれ、にぎわいの創出 の効果は市全域に波及するものと考えて
を押します。皆は、大手前開発でどれ が図られるものと考えている。各事業は個 いるとのことでした。費用対効果につい
だけの経済効果があるのか、それを心 別に効果を期待するものではなく、事業全 ては、事業採択時の条件でなかったため、
配している。 体を一体的、総合的に実施することで、中 現状では数値を把握していないとのこと

心市街地地区の活性化に寄与することとし でした。委員会としては、費用対効果は、
ており、その効果は市全域に波及するもの この事業により活性化できるかの目安と
と考えている。さらに財政的視点でみると、 なるものであり、これから事業を進めて
市が実施する事業は、国の社会資本整備総 いく中で是非算出すべきだと考えていま
合交付金を活用するメリットがあり、なお す。また大手前地区に、にぎわいを創出
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かつハード事業については、合併特例債等 するため、商業棟への入居店舗及び公共
の市債を活用することができる。 公益棟への入居団体の選定や、ソフト事
●区画整理事業で道路や広場等を整備し、 業等施設の活用方法等を検討し、執行部
再開発事業で施設を建設するので、大手前 ・準備組合と意見交換を行いたいと考え
地区の居住環境は良くなり、新しくバスタ ています。
ーミナル機能も設置するので交通の利便性
も向上する。事業を行うことにより活性化
され、商業店舗等からの所得が増え、市民
税が増える。また、周辺地域での民間開発
により税収が増える。そういったことにつ
ながるように取り組んでいる。
●社会資本整備総合交付金は「まちづくり
の目標や目標を定量化する指標を設定する
ことで、総合的なまちづくりを進める」と
いう観点からの補助採択になっており、大
手前開発事業の個別での費用便益分析は行
っていない。事業評価については、交付終
了年度の平成26年度に事後評価を第三者
機関で審議し、市民への公表を行い国に報
告することとなっている。また事業実施中
の段階では事業進捗状況の公開や中心市街
地活性化協議会などでの意見を踏まえ、事
業効果を高めるよう取り組んでいる。事業
効果の検証方法については、地元の準備組
合が今年度後半に基本設計や資金計画を作
成するので、その中で大手前開発事業の個
別での費用対効果や新たな数値目標の設定
などの必要性も含めて国や県の指導を受け
ながら準備組合とともに検討していく。

11 木立 区長３７２人いるが約２００人集まり、 －－－－－ 意見として把握します。 地開
２月に市長と意見交換をした。その中 (3)
で区長会、自治委員会としては、中心
市街地活性化事業をやれとか、やめろ
とか言うことはできない。しかし、皆
さんの意見を聴いていると約９割の人
がやめろ・見直せという意見である。
最終的に、自治委員会として市長に、
これまで金も使った、人件費も使った、
事業が伸展している、また市議会も同
意しているなかで、やめろとまでは言
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えないが、部分的に見直すということ
ができないか、と伝えた。市議会に言
いたいのは、区長会には厳しい意見も
多数ある、議会としても部分的な見直
しについて市長に提言してほしい。

12 木立 住民の９割は、大手前開発をしても無 －－－－－ 意見として把握します。 地開
駄だと考えている、もう過去の町だ、 (4)
バスの乗客も３人程度しか乗っていな
い、賛成しているのは役所のＯＢだけ、
仕方がないもう決まっているからと。
この前住民投票条例は否決されました
がアンケートをとってみてください、
そうすればわかります。もっと住民の
声を聴いてほしい、失敗することがわ
かるはずだ。各議員さんの地元でアン
ケートをとってください。そうすれば
市民も納得する。３分の２以上は反対
するんです。
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№ 会場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
13 三余館 職員の給与を市報で公表しているが、 職員の給与等については、総務省の公表指 市職員の給与等の状況については、定期 総務

退職金とか、積み立てとかを含んで数 針に基づき市報やホームページで公表して 的に公表しており、現在、市の財政状況 (19)
字を公表すべきである。職員一人当た います。御指摘の退職金につきましても「職 に鑑み、職員給与等も既に抑制に努めて
り本当に幾ら掛かっているか報じるべ 員の手当の状況」のなかでお知らせしてい おります。今後も、引き続き議会は、市
き。職員の給与は、佐伯市の平均にす るところです。職員の給与については、地 に対するチェック機能として注視してま
べきである。 方公務員法で「生計費並びに国及び他の地 いります。

方公共団体の職員並びに民間事業の従事者
の給与その他の事情を考慮して定められな
ければならない。」と規定されており、国
家公務員や他の地方公共団体の給与に準じ
た扱いとしています。なお、人件費の抑制
ということで、特別職（市長15％、副市
長・教育長10％）や職員（5％）の給料カ
ット、管理職手当の20％カットなどに取
り組んでいます。

14 三余館 地震がいつ起こるか分からない状況の 「東日本大震災」が想定外の津波被害をも 地区、自主防災組織から要望を取りまと 総務
ため、防災対策に力を入れてほしい。 たらしたことから、佐伯市においても、中 めて対応するとのことであり、議会とし (20)
住民が安心して暮らせる防波堤や避難 央防災会議が検討した東南海・南海地震の ても避難施設整備を注視していきます。
棟を早急に設置してほしい。 同時発生による津波の浸水予測データとは

別に津波の想定値の3倍強の高さをもって、
津波からの「避難の目安」の標高とし、避
難地、避難路の見直しを区や自主防災組織
を通じて現在行っており、その結果を受け、
津波からの生存のための避難が行えるよ
う、避難地、避難路の整備を早急に進めて
いきたいと考えています。

15 三余館 新庁舎になぜ和楽の職員が入らないの 新庁舎完成後は、現在和楽に配置している 執行部の見解のとおりです。 総務
か。なぜ現在の１．7倍の床面積が必 高齢者福祉課（高齢者福祉係、地域包括支 (18)
要なのか。 援センター）、健康増進課のうち高齢者福

祉係は新庁舎に配置される計画になってい
ます。今後も新庁舎や和楽に配置される課
は、施設の機能を考慮しながら市民にとっ
て最も利便性の良い方向で決定されると考
えています。次に新庁舎床面積が現庁舎の
1.7倍必要なのかということですが、合併
後、職員数や来客者も増えており、庁舎が
手狭になっていることもありますが、1、
２階にエントランスホール、待合スペース
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を広く構え市民サービスにかかる窓口部門
の充実や現庁舎にない展示ホールやELV等
が配置されています。

16 三余館 箱もの建設が、財政にほとんど影響を 本市の財政運営は、平成２２年３月に策定 執行部の見解のとおりであり、議会とし 総務
与えないという話であるが、一番の心 した第２期行財政改革推進プラン（計画期 ても市の財政状況の監視をしていきま (22)
配は、平成27年度から普通交付税の特 間：平成２２年度～平成２６年度）に定め す。
例措置が段階的に減り、平成32年度に た基本方針に沿って行っています。この計
はなくなる。一方で箱もの建設によっ 画では、計画期間５年間の投資的経費を４
て、借金の返済が増えていくわけであ ００億円（年平均８０億円）以内に抑制し、
るが、今後どうやって市の歳出を減ら 各年度の市債発行額を抑制することで、２
していくのか。その辺の具体的内容を ６年度末の借入金残高を２１年度末から１
議会は検証しているのか。 ００億円削減する事としています。この計

画額には庁舎建設や大手前開発などの大型
事業も含めた、大枠での投資予定額を基に
今後の財政収支の見通しを推計し、この方
針に沿った財政運営がなされるよう努力を
しているところです。本市だけでなく全国
の自治体の財政状況は、長引く不況の影響
などにより厳しい状況に置かれており、現
行の交付税制度は国税の伸び悩みにより、
入り口ベースでの不足額を借入金で補填せ
ざるを得ない状況にあることから、制度の
あり方について国と地方の議論が行われて
いますので、その動向には十分な注意が必
要です。第２期行革プランに沿った財政運
営を基本としつつ、状況の変化には速やか
に対応できるよう毎年度中期的な財政推計
を行い、規律ある財政運営に努めて参りま
す。

17 三余館 交付税の話があったが、国も貧乏・地 同上 同上 総務
方も貧乏なんだから、結局人間一人当 (23)
たりの借金が増えるだけである。佐伯
市民というレベルではなく、大分県民
であり、日本国民なんだから、地域誘
導型ということでなく、もっと広い視
野に立って、長いスパンで物事を考え
て、説明をいただきたい。

18 三余館 平成32年度まで（若しくはそれ以降） 同上 同上 総務
の財政収支をできる限り早く公表して (24)
ほしい。
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19 三余館 新庁舎建設の説明会では、わずかな参 平成１７年の市町村合併後、新市建設計画 執行部の見解と同様です。財政運営につ 総務
加者しかなかったが、議会はこれで市 及び佐伯市総合計画に沿って計画的に施設 いては、議会も注視してまいります。 (15)
民の合意形成がなされたと判断したの 整備を行っています。市町村合併という大
か。企業誘致に恵まれ、人口が増加す きな節目から合併特例期間である１０年間
る状況下であれば、市民は不安を抱か はある程度の集中的な投資はやむをえない
ない。少子高齢化・限界集落・過疎化 と考えています。しかし、この間に規律あ
・若者は働く場所がない・税金を納め る行財政運営を行うために行財政改革推進
られない高齢者の増加・このような時 プラン（第１期：平成１７年度～２１年度、
期に他の自治体は資料館等の箱物の建 第２期：平成２２年度～２６年度）を策定
設を廃止している時期に、また、警察 しており、この方針に沿った財政運営を行
・消防・高校の統廃合、こういう時期 っているところです。
に126億円の税金を使う箱もの建設は
必要ないのではないか。立ち止まって
考え直すべきではないのか。

20 三余館 高齢化・人口減少が市の財政に与える －－－－－ 執行部は、国・県の示す指針等に基づき 総務
影響を、議会はどう考えているのか。 長期財政推計を機械的に試算している (16)

が、これは現行制度が継続されることな
どが前提条件での試算であり、長期スパ
ンでの財政については以前不透明な状況
と言えます。現在、東日本大震災による
国家予算への影響、世界的な経済情勢等、
不安要素は多く議会としても執行部に対
し、十分に各種情勢を踏まえ慎重な財政
運営を行うよう強く要請いたしました。

21 三余館 財政的な問題がないという根拠を具体 －－－－－ 市執行部は、５年を計画期間とする中期 総務
的数字で「市議会だより」に示してい 財政計画を策定後、市ホームページで公 (17)
ただきたい。（将来の返済原資が十分あ 開することにしております。議会として
るということを市民が納得する形で） も市の財政運営については、監視を強化

してまいります。
２2 三余館 合併し、振興局があり、支所・出張所 －－－－－ 市役所本庁舎及び振興局の組織機構のあ 総務

などほとんど手つかずのままで、議会 り方については、行政の効率化とは別に (21)
として、大きな視点でどう関わってい 地域住民の利益という観点から検証する
くのか。 必要があると考えています。

23 三余館 大手前の再開発は、市の活性化と費用 ●中心市街地活性化基本計画は、地区住民、 執行部に確認したところ、市のメリット 地開
対効果の根拠はあるのか。 市民が集う街、来街者が集う街を目指して については、大手前開発事業では、区画 (6)

おり、具体的には歩行者通行量の増加及び 整理事業、再開発事業を行うことにより、
歴史と文学の道の観光入込客数の増加の数 居住環境が良くなり、またバスターミナ
値目標を掲げている。この目標を達成する ルを新設することにより交通の利便性も
ために、公共と民間の八十数事業を一体的 向上する。事業を行うことにより活性化



- 10 -

に実施する計画となっている。その中で大 されれば、商業施設等からの所得も生ま
手前開発事業は、核事業として位置づけて れ市民税の、また周辺地域に民間活力に
おり、商業店舗、住宅、公共公益施設、広 よる開発が行われれば固定資産税等の税
場、駐車場等を整備することにより、市民 収増になる。また、中心市街地の活性化
が集う交流の場が生まれ、にぎわいの創出 の効果は市全域に波及するものと考えて
が図られるものと考えている。各事業は個 いるとのことでした。費用対効果につい
別に効果を期待するものではなく、事業全 ては、事業採択時の条件でなかったため、
体を一体的、総合的に実施することで、中 現状では数値を把握していないとのこと
心市街地地区の活性化に寄与することとし でした。委員会としては、費用対効果は、
ており、その効果は市全域に波及するもの この事業により活性化できるかの目安と
と考えている。さらに財政的視点でみると、 なるものであり、これから事業を進めて
市が実施する事業は、国の社会資本整備総 いく中で是非算出すべきだと考えていま
合交付金を活用するメリットがあり、なお す。また大手前地区に、にぎわいを創出
かつハード事業については、合併特例債等 するため、商業棟への入居店舗及び公共
の市債を活用することができる。 公益棟への入居団体の選定や、ソフト事
●区画整理事業で道路や広場等を整備し、 業等施設の活用方法等を検討し、執行部
再開発事業で施設を建設するので、大手前 ・準備組合と意見交換を行いたいと考え
地区の居住環境は良くなり、新しくバスタ ています。
ーミナル機能も設置するので交通の利便性
も向上する。事業を行うことにより活性化
され、商業店舗等からの所得が増え、市民
税が増える。また、周辺地域での民間開発
により税収が増える。そういったことにつ
ながるように取り組んでいる。
●社会資本整備総合交付金は「まちづくり
の目標や目標を定量化する指標を設定する
ことで、総合的なまちづくりを進める」と
いう観点からの補助採択になっており、大
手前開発事業の個別での費用便益分析は行
っていない。事業評価については、交付終
了年度の平成26年度に事後評価を第三者
機関で審議し、市民への公表を行い国に報
告することとなっている。また事業実施中
の段階では事業進捗状況の公開や中心市街
地活性化協議会などでの意見を踏まえ、事
業効果を高めるよう取り組んでいる。事業
効果の検証方法については、地元の準備組
合が今年度後半に基本設計や資金計画を作
成するので、その中で大手前開発事業の個
別での費用対効果や新たな数値目標の設定
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などの必要性も含めて国や県の指導を受け
ながら準備組合とともに検討していく。

24 三余館 中心市街地の活性化は、事業の縮小の 佐伯市歴史資料館では、博物館法に基づく 執行部へ歴史資料館の各部屋の広さや活 地開
賛否を問うという形で、審議してほし 収集、保存、調査研究、交流サービス等の 用方法等を確認したところ、歴史資料館 (7)
い。三余館はこのまま市民の憩いの場 機能を備えるため、展示室、収蔵室、調査 は、平成21年度に策定した基本構想・
として使用し、歴史資料館との併設は 研究室、資料整理室、体験学習室のほか事 基本計画に基づき、現在事業が進められ
しないでほしい。 務室、会議室等を配置しようとしている。 ています。新館は、1,200㎡の建設を予

これらをすべて新館に配置すると規模が大 定、また現在の三余館1,481.81㎡も活
きくなり、建設コストも高くなるため、隣 用し、収集、保存、調査研究、交流サー
接する三余館を活用し、体験学習室、研修 ビス等を行う計画となっているとのこと
室等の学習支援部門を三余館に、展示室、 です。新館の規模については、展示室が
収蔵室等を新館に配置する計画となってい 350㎡とのことですが、これは市美展で
る。新館の諸室の面積は、特別収蔵庫が、 使用する三余館の体育室370㎡よりも若
前室も含め250㎡、一時保管庫荷解き室が 干狭いものだとのことです。また三余館
50㎡、展示室は350㎡で、これは三余館 を活用することについては、新館の規模
の体育室がステージを含め約370㎡でこれ や、建設コストを押さえるためのもので
より少し狭いくらいの広さで、展示準備室 あり、また、三余館に予定している、学
が、50㎡、資料室、会議室も兼ねた学芸 習支援部門等も歴史資料館になくてはな
員室が95㎡、そのほかエントランスホー らない機能であるとのことです。
ルやミュージアムショップ、電気機械室等
の供用部門が365㎡、事務室40㎡で計約
1,200㎡と計画している。

25 三余館 どこへ行っても立派な歴史資料館等が －－－－－ 意見として把握する。 地開
あり、早く進めてほしい。 (8)

26 三余館 歴史資料館の資料は、旧佐伯市・旧南 －－－－－ 委員会としても、子どもたちに佐伯の歴 地開
郡を含め、ずっと資料を並べていくこ 史を知ってもらうためにも、旧市、旧郡 (9)
とが一番大事と思う。子どもたちに、 部関係なく、新佐伯市９０３平方キロメ
佐伯の歴史を知ってもらうために必要 ートルに残る歴史資料を展示すべきと考
と考えているので、教育委員会にお願 えます。執行部に対してその旨要望した
いしたい。 いと思います。

27 三余館 阿蘇山が噴火した時の、本匠から出た －－－－－ 旧本匠村で発見された松の埋木は、大変 地開
遺跡が九州の国立博物館に展示されて 貴重なものだと認識しています。歴史資 (10)
いるが、国宝級に該当すると聞いてお 料館の展示は、常設展示、企画展示等あ
り、まだ本匠にもあるので、これをメ るようです、展示品に関しては、担当課
インにしたらどうかと思う。 の方で十分検討し、選定するものと思い

ます。委員会としては、この埋木が展示
のメインということよりも、是非展示し
てほしいということを要望したいと思い
ます。



- 12 -

№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
28 和楽 東南海・南海地震と言われて、津波に 「東日本大震災」が想定外の津波被害をも 地区、自主防災組織から要望を取りまと 総務

備えて防波堤、防潮堤、そして住民が たらしたことから、佐伯市においても、中 めて対応するとのことであり、議会とし (61)
避難する避難場所について、近隣には 央防災会議が検討した東南海・南海地震の ても避難施設整備を注視していきます。
高台というのがないため、そのまま流 同時発生による津波の浸水予測データとは
されてしまう。避難棟を沿岸地域に早 別に津波の想定値の3倍強の高さをもって、
く設置してもらいたい。 津波からの「避難の目安」の標高とし、避

難地、避難路の見直しを区や自主防災組織
を通じて現在行っており、その結果を受け、
津波からの生存のための避難が行えるよ
う、避難地、避難路の整備を早急に進めて
いきたいと考えています。

29 和楽 中心市街地活性化、大手前開発、市の 毎年、大分県に提出する中期財政計画に基 執行部は、国・県の示す指針等に基づき 総務
新庁舎建設で127億円もの箱物建設を づき、これを策定後市のホームページで公 長期財政推計を機械的に試算している (62)
行うと維持管理など負担が増えていく。 表致します。 が、これは現行制度が継続されることな
一番心配なのが平成27年以降その合併 どが前提条件での試算であり、長期スパ
特例措置の切れたあと、国の交付税が ンでの財政については以前不透明な状況
だんだん減っていくと、平成32年には と言えます。現在、東日本大震災による
40億円程度の交付税が減っていくとい 国家予算への影響、世界的な経済情勢等、
う中で箱物を建てるばかりで市の財政 不安要素は多く議会としても執行部に対
が厳しくなっていく。平成32年度まで し、十分に各種情勢を踏まえ慎重な財政
の財政収支の見通しを今年ぐらいまで 運営を行うよう強く要請いたしました。
に市民に公開してほしい。

30 和楽 就業できる場をつくっていただきたい。 企業誘致につきましては、雇用の確保、若 本委員会としても本市の産業の基幹をな 経産
一次産業も大事、二次産業、商工業関 者定住、地域経済の振興のため市の最重要 す農林水産業の振興施策等については重 (17)
係も大事。ぜひ誘致していただき、雇 課題として取り組んでいます。その活動に 要と考えております。委員会審査におい
用の確保をしてほしい。 つきましては、大分県と連絡をとりながら、 ても、国・県の補助金を利活用した産業

医療機器関連、佐伯市の資源を生かした水 振興策がだされておりますが、これらの
産食料品製造業や木材・木製品製造業、Ｉ 振興策の有効かつ適切な運用をしなが
Ｔ関連・コールセンターなどの情報産業、 ら、産業の発展・充実が図られるよう、
農業への企業参入、バイオマスなどの環境 議会としても調査・検討していきます。
ビジネス型企業などの誘致に取り組んでお
ります。

31 和楽 ＴＰＰ参加に反対する請願について、 －－－－－ 本請願に対する議員の討論の内容・結果 経産
反対６があるが、この反対の方の意見 につきましては、平成２２年第５回定例 (16)
はどうだったのか。 会会議録にまとめております。各地区公

民館、振興局又はインターネット議会ホ
ームページの会議録閲覧にていつでも覧
いただけるようになっております。
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32 和楽 億単位の金を掛けなくても規模を縮小 佐伯市歴史資料館では、博物館法に基づく 執行部へ歴史資料館の各部屋の広さや活 地開
して造ればいい。規模を縮小していた 収集、保存、調査研究、交流サービス等の 用方法等を確認したところ、歴史資料館 (22)
だきたい。造るのだったら、三余館は 機能を備えるため、展示室、収蔵室、調査 は、平成21年度に策定した基本構想・
そのまま置いていただきたい。 研究室、資料整理室、体験学習室のほか事 基本計画に基づき、現在事業が進められ

務室、会議室等を配置しようとしている。 ています。新館は、1,200㎡の建設を予
これらをすべて新館に配置すると規模が大 定、また現在の三余館1,481.81㎡も活
きくなり、建設コストも高くなるため、隣 用し、収集、保存、調査研究、交流サー
接する三余館を活用し、体験学習室、研修 ビス等を行う計画となっているとのこと
室等の学習支援部門を三余館に、展示室、 です。新館の規模については、展示室が
収蔵室等を新館に配置する計画となってい 350㎡とのことですが、これは市美展で
る。新館の諸室の面積は、特別収蔵庫が、 使用する三余館の体育室370㎡よりも若
前室も含め250㎡、一時保管庫荷解き室が 干狭いものだとのことです。また三余館
50㎡、展示室は350㎡で、これは三余館 を活用することについては、新館の規模
の体育室がステージを含め約370㎡でこれ や、建設コストを押さえるためのもので
より少し狭いくらいの広さで、展示準備室 あり、また、三余館に予定している、学
が、50㎡、資料室、会議室も兼ねた学芸 習支援部門等も歴史資料館になくてはな
員室が95㎡、そのほかエントランスホー らない機能であるとのことです。
ルやミュージアムショップ、電気機械室等
の供用部門が365㎡、事務室40㎡で計約
1,200㎡と計画している。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
33 西上浦 職員の出勤状況について、始業のベル 現在、各職場におきまして始業開始時刻の 御指摘をいただいた内容については、議 総務

がなると幹線道路から数名の職員が駆 ５～１０分前から朝礼を実施しています。 会しても厳しく受け止め執行部に対し改 (10)
け込んでくる様子を目にした。ベルの その朝礼終了後、始業開始のチャイムとと 善を強く要請いたしました。今後、議会
開始と同時にそれぞれの任務について もに業務をはじめているところです。御意 としても職員の登庁時の状況、接客態度
おくべきではないか。男性職員に比べ、 見のとおり、始業開始時間からただちに業 など注視をしてまいります。
女性職員は挨拶がない。 務に対応できるようにしなければならない

と考えています。御指摘をいただきました
出勤状況や挨拶を含めた接遇等につきまし
て、今後とも、職員への指導を図っていき
たいと考えております。なお、朝礼につい
ては、一部で既に実施していた課・係もあ
りましたが、平成２０年４月から全庁的に
実施することを義務付けました。その内容
は、当日の人員のチェック及びスケジュー
ルの確認、上司からの伝達指示などが主な
ものです。課・係によって工夫をしながら
内容の充実を図っているところです。基本
的に毎日実施、始業開始５分前から行うこ
ととしていますが、職場によっては、毎週
月曜日に実施することを基本としその他の
曜日は必要に応じて実施しているところも
あります。また、課では毎週月曜日に実施
し、課の中の係では毎日実施しているとこ
ろもあるなど、その具体的な方法について
は、各職場の実態に即しての対応となって
います。

34 西上浦 合併後に住民との距離が遠くなってい 合併後、行財政改革に伴う組織改編と地域 職員の勤務年数は、ある程度の年数同じ 総務
る地域（特に旧町村部）が増えている 間の職員交流を進めてきました。特に、旧 職場に配置するのが基本と考えていま (12)
のでは？一課（所）での勤務年数をも 町村部におきましては、振興局の職員数が す。しかしながら、事情により短期間で
う少し長くする提案を執行部に対して 減少するなか地元出身者も少なくなり、御 移動せざる得ない事態も少なからず生じ
行ってほしい。 意見のように住民の方々との距離が遠くな ます。合併後、市を上げて行財政改革に

ったように感じられているものと推察いた 取り組んでおり、職員の削減は、避けて
します。行財政改革の取り組みは今後も継 通れない課題です。合理化により行政サ
続していかなければなりませんが、このこ ービスの低下を来さないよう、議会とし
とによって市民サービスの低下を来すわけ ても監視をしてまいります。
にはいきません。ますます複雑・高度化す
る自治体業務に対応できるよう、地元出身
・勤務年数などを考慮した職員配置や、専
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任職・専門職の育成に取り組んでいきま
す。

35 西上浦 市の財政について不安をもっている。 本市の財政運営は、平成２２年３月に策定 執行部の見解のとおりであり、議会とし 総務
市庁舎建設、大手前開発等において、 した第２期行財政改革推進プラン（計画期 ても市の財政状況の監視をしていきま (11)
財政状況をつたえ、「大丈夫です」と安 間：平成２２年度～平成２６年度）に定め す。
心を与えてもらいたい。 た基本方針に沿って行っています。この計

画では、計画期間５年間の投資的経費を４
００億円（年平均８０億円）以内に抑制し、
各年度の市債発行額を抑制することで、２
６年度末の借入金残高を２１年度末から１
００億円削減する事としています。この計
画額には庁舎建設や大手前開発などの大型
事業も含めた、大枠での投資予定額を基に
今後の財政収支の見通しを推計し、この方
針に沿った財政運営がなされるよう努力を
しているところです。本市だけでなく全国
の自治体の財政状況は、長引く不況の影響
などにより厳しい状況に置かれており、現
行の交付税制度は国税の伸び悩みにより、
入り口ベースでの不足額を借入金で補填せ
ざるを得ない状況にあることから、制度の
あり方について国と地方の議論が行われて
いますので、その動向には十分な注意が必
要です。第２期行革プランに沿った財政運
営を基本としつつ、状況の変化には速やか
に対応できるよう毎年度中期的な財政推計
を行い、規律ある財政運営に努めて参りま
す。

36 西上浦 箱物を造るだけではにぎわいは生まれ 同上 同上 総務
ない。財政面からも今一度の議論を期 (13)
待する。

37 西上浦 （中心市街地活性化計画等について）「パ パブリックコメント、いわゆる意見は電子 執行部の見解のとおりです。 総務
ブリックコメント」をパソコンで寄せ メールによるだけでなく、はがき、書面、 (14)
る程平均年齢は低くない。（高齢者の比 ファクシミリでも承っています。
率が高い）
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38 西上浦 建設常任委員会において、議会として 大分県が行っている埋立事業については、 執行部の見解のとおりです。 建設
民主党副幹事長に陳情にいっている(1 市としては、県と歩調をあわせた考え方で (7)
4mバース・大入島架橋など）が、こ あり、大入島活性化の離島振興策としても
れは大きな問題で特に大入島架橋は何 必要であると考えています。大入島架橋建
十年にもなる。その間、地域の経済、 設については、国、県等に要望は行ってい
特に港湾関係が深刻な問題になってい ますが、巨額の費用が必要であることなど
る。議会も含め執行部も真剣に考えて の理由から、建設に向けた方向性が出てい
もらいたい。 ないのが現状です。今後も、引き続き架橋

建設に向けた要望行動等を行ってまいりた
いと考えております。

39 西上浦 市営住宅の管理運営を県住宅供給公社 県下初の管理代行制度採用のメリットとし 委託後の経過を注視しながら、メリット、 建設
に委託したが、市が管理していた時と ては直営では困難であった次があげられま デメリットについて把握していく。 (4)
のメリットはあるのか。（滞納額） す。

○入居者の住み替え要件の緩和
○老朽危険家屋等の所有者の入居要件の緩
和
○住宅管理に係る徴収員や電気技師等の専
門 職の配置
○市職員の削減（H23年度=１名減）
また、大分県が事業主体となる県南３市（臼
杵・津久見・佐伯）の県営住宅の維持管理
も受託する県住宅供給公社の家賃徴収率
は、平成20年度が99.7%、平成21年度、
22年度が共に100％の徴収実績から、こ
れまでも議会質問等で、ご指摘にあった住
宅使用料の徴収率のアップを期待していま
す。委託の見直しについては、公営住宅法
第47条第１項に記す「管理の特例」にお
いて、「管理代行を行い得る主体は、事業
主体（市）以外の地方公共団体（国・県）
又は地方 住宅供給公社（県住宅供給公社）
に限られる」旨を規定していることから、
初年度となる現在においては積極的に連携
を図り当分の間様子を見ます。

40 西上浦 市営住宅について、管理運営を県住宅 同上 同上 建設
供給公社にまかせたということは見直 (5)
しの一環として認識していいのか。

41 西上浦 市の管理している公園の関係。市営住 ●市営住宅81箇所のうち住宅施設内に既 市の管理している公園において、管理主 建設
宅を建設するときに法的に決まってい 設する公園は36箇所あり、維持管理を前 体、点検状況等を把握。維持管理につい (6)
ることだと思うが、公園が造られてい 項にある管理代行制度によって大分県住宅 ては、担当課、地元自治会、指定管理施
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ると思う。その公園の管理の方法はど 供給公社に委託しています。しかし、従前 設は指定管理者。遊具の点検は毎月１回、
うなのか。地域での管理なのか、市の から公園内の除草や低木の剪定等について ２，３か月に１回、５，６か月に１回な
管理なのか。公園の空き地的なとこに は、最も受益を受ける市営住宅の入居者に 様々。修繕方法は、不備が生じた場合は
草が生え、どこが管理するかわからな よって実施しており、高木の剪定について 業者へ修理依頼、老朽化した遊具は定期
いので、ＰＴＡや子供会で草刈りをし は受託する県住宅供給公社が実施します。 的に交換、危険度の高い遊具や、利用頻
ている。ブランコや滑り台などが古く また、公園遊具等の点検については市営住 度の低いものについては再設置はしない
なって危険な状態になっているところ 宅の維持管理を担う県住宅供給公社の技術 公園もあり、管理方法が様々であること
もある（実情も知ってもらいたい） 員が年に1回調査し、併せて、公社職員が から統一的な維持管理方針を立てたり、

家賃徴収及び修繕箇所の確認行為等で市営 一元化するなど検討してもらいたい旨執
住宅に出向いた際にその都度点検していま 行部へ要望。
す。さらに、日常において危険な遊具を確
認した場合には管理人を通じて県住宅供給
公社へ連絡する旨の冊子（「入居者のしお
り」）を全戸に配布して喚起しております。
●公園緑地係が管理している都市公園44
カ所はすべて管理の業務を委託している。
遊具は月に１回、公園緑地係で点検し、不
備があれば業者に修理依頼するとともに老
朽化した遊具は、定期的に交換している。

42 西上浦 一般の市民からは「箱物」はたくさん 企業誘致につきましては、雇用の確保、若 本委員会としても本市の産業の基幹をな 経産
だと聞いている。太平洋セメントにか 者定住、地域経済の振興のため市の最重要 す農林水産業の振興施策等については重 (4)
わる事業を探してくるとか、５年、10 課題として取り組んでいます。その活動に 要と考えております。委員会審査におい
年先の方針をつくってほしい。歳入を つきましては、大分県と連絡をとりながら、 ても、国・県の補助金を利活用した産業
見ると交付税、国・県の補助金だけで、 医療機器関連、佐伯市の資源を生かした水 振興策がだされておりますが、これらの
自主財源がない。おかしいと思わない 産食料品製造業や木材・木製品製造業、Ｉ 振興策の有効かつ適切な運用をしなが
のか。箱物ばかりつくってあとの時代 Ｔ関連・コールセンターなどの情報産業、 ら、産業の発展・充実が図られるよう、
には大変なことになる。人口も減って 農業への企業参入、バイオマスなどの環境 議会としても調査・検討していきます。
いく。若者の働く場所を提供するのが ビジネス型企業などの誘致に取り組んでお
あなたたちの役目ではないか。 ります。

43 西上浦 企業誘致の件で、市として高速道路が 同上 宇目においては廃校を利活用した企業誘 経産
できていろいろなアクセスができた。 致が行われており、西浜においては中国 (6)
今後の 誘致に向けての青写真を示し 木材が進出、また女島地区においては高
てもらいたい。（沿岸部ではこういう業 糖度トマトを栽培する施設も稼働するな
種の誘致をするなど） ど、新たな雇用の場が徐々にではありま

すがふえてきております。引き続き地元
の特産物を生かした生産等を行う企業の
誘致に向け、本委員会としてもバックア
ップしていきたいと考えています。

44 西上浦 企業誘致の考え方について、遊休地な まったくおっしゃるとおりであります。豊 本市の水産の漁獲量は県下トップであ 経産
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どの情報収集をしていると思う。道路 富な海の幸、山の資源を生かし、水産食料 り、また、杉などの森林資源も豊富、気 (7)
交通網、飛行場の関係などで実際に誘 品製造業や木材・木製品製造業、農業への 候も温暖かつ安定していることなどか
致するのは難しい。海と山の特産、地 企業参入、バイオマスなどの環境ビジネス ら、本市におきましてはこれらを生かし
域の状況を活かしたものに焦点をしぼ 型企業などに特に力を入れて誘致活動に取 た第一次産業の振興については非常に重
って企業誘致をしていただきたい。 り組んでいるところです。 要だと考えています。地場産業の育成も

さることながら、これら第一次産業に関
わる振興施策等についても本委員会とし
て調査・検討・提言していきます。

45 西上浦 商工会議所の方でキャノンを誘致をし 確かに企業が地方に進出する際には、用地 執行部の見解のとおりです。 経産
ようと運動したが日田にとられた。そ ・労働力の確保とともに交通の利便性を重 (5)
の原因はいろいろあるけど企業という 視するといわれています。佐伯市の高速道
のは交通の便のいいところ輸送コスト 路は、佐伯以南が開通しておらず、まだま
の低いところにながれていく。これが だ不十分だと感じています。
絶対条件。我々のところは交通体系が
できているのか。上浦一佐伯間は、危
険な道路になっているのに全然手が着
かない。果たしてこれでいいのかとい
う意見もある。

46 西上浦 シップリサイクルにおいて、佐伯は県 シップリサイクルについては、佐伯港の活 執行部へ確認したところ、御指摘のよう 地開
北のように土地がないので、港を生か 用策の一つかもしれない、室蘭市が行った に、興人の株式は、すべて三菱商事が所 (5)
してやっていかないといけないのでは。 実証実験の成果等を検討している。興人の 有しているということです。執行部でも
「興人」は佐伯市全体でつくった土地 株式は100％三菱商事が所有している。現 以前から興人に対して新規事業の要請は
である。現在、「三菱商事」が入ってい 在、佐伯工場で行っている発酵事業が大変 行ってきているとのことです。委員会と
る。なんとか佐伯市に入れて大きな事 好調で事業拡張のための設備投資が行われ しても、引き続き積極的な要請活動を行
業を計画してもらいたい。（港湾整備） ており、新規雇用にもつながっている。し うことを要望します。

かしながら、かつてのパルプ関連用地は十
分に活用されていないよう見受けられる。
興人に対して、佐伯工場での新規事業の要
請を行っている。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
47 大入島 南海地震・東南海地震等想定した避難 「東日本大震災」が想定外の津波被害をも 地区、自主防災組織から要望を取りまと 総務

路・避難場所の整備について、早急に たらしたことから、佐伯市においても、中 めて対応するとのことであり、議会とし (2)
行う必要があると思う。市の対応は。 央防災会議が検討した東南海・南海地震の ても避難施設整備を注視していきます。

同時発生による津波の浸水予測データとは
別に津波の想定値の3倍強の高さをもって、
津波からの「避難の目安」の標高とし、避
難地、避難路の見直しを区や自主防災組織
を通じて現在行っており、その結果を受け、
津波からの生存のための避難が行えるよ
う、避難地、避難路の整備を早急に進めて
いきたいと考えています。

48 大入島 議会中継を見ていると、議長席・演台 佐伯市議会は、市民に開かれた活力ある議 貴重な御意見を参考にさせていただき対 総務
・答弁席等が写るが、スーツ等の色も 会を目指しており、その理念は議会基本条 応したいと考えております。 (1)
あるだろうが暗く感じる。新庁舎建設 例にて定めています。議場等の内部イメー
の際は、バックの色を明るい色にする ジについては、この理念にも配慮し、議会
など工夫した方が良いと思う。 のご意見をお聞きしながら決定したいと考

えています。
49 大入島 合併以前は、離島担当の部署があり、 産業振興や自治会の取り組みなど地域振興 執行部の見解のとおりです。 総務

離島振興法等活用し大入島の振興につ 分野の窓口は、各振興局地域振興・教育課、 (3)
いて、島民と市と一緒になって前に進 農林水産商工観光を所管する課、公聴広報
んでいたが、合併後は、企画課に担当 課などがその役割を担っています。離島振
者はいるものの担当部署がなくなって 興という切り口での担当部署必要ではない
しまっている。担当部署を復活させて のかという指摘については、行政改革推進
ほしい。 プランで組織・機構を見直していく中で検

討します。
50 大入島 大入島架橋に力を入れてもらいたい。 大分県が行っている埋立事業については、 執行部の見解のとおりです。 建設

市としては、県と歩調をあわせた考え方で (1)
あり、大入島活性化の離島振興策としても
必要であると考えています。大入島架橋建
設については、国、県等に要望は行ってい
ますが、巨額の費用が必要であることなど
の理由から、建設に向けた方向性が出てい
ないのが現状です。今後も、引き続き架橋
建設に向けた要望行動等を行ってまいりた
いと考えております。

51 大入島 石間埋立てについて、17.3ヘクタール 同上 同上 建設
も廃棄物処理のため埋立てを行う必要 (2)
があるのか。市は行う必要があると考
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えているのか。市が必要でなければ、
県に対して中止するよう申し入れる。
市の姿勢について、市長に確認してい
ただきたい。また、埋立てができない
から架橋ができないのか。架橋をたて
に埋立てを進めようとしてきた経緯が
ある。

52 大入島 架橋がなかったら人口も減る、発展も 同上 同上 建設
ない。救急体制すら確立できない。非 (3)
常に格差を感じている。政治の責任だ
と思う。橋を架けるにしても、架ける
位置で工法や事業費が変わってくると
思う。いろいろな方法を検討してほし
い。橋が架かれば観光客等も多くなり
活性化できる。

53 大入島 診療所について、週３回の昼間だけの 現在、市内医院の医師に何とかお願いし週 現在本市には、９つの国民健康保険診療 教民
診療で、夜間は医者がいない。夜中に ３回の診療を実施しています。医師も高齢 所があり、そのうち大分県派遣医師２名、 (1)
急病人が出ても間に合わない。診療所 になりどれくらい続けられるかわらない状 市直接雇用医師２名、市嘱託雇用医師２
に常駐の医師を確保してほしい。 況で、常駐の医師を確保するのは難しいと 名及び指定管理者にて診療を行っていま

考えます。 す。今年度からは、医師不足により指定
管理者制度を導入した経緯もあり、へき
地医療に従事する医師の不足については
認識しております。医師確保は重要であ
り、委員会としても執行部に対し要望す
るとともに、方策を研究していきます。

54 大入島 診療所については、医師の確保が難し ●看護師を配置すれば何らかの医療行為を 基本的には医師の確保は重要だと考えま 教民
ければ看護師の配置をお願いしたい。 要求されると想定されます。その時に医師 すが、難しいことも事実です。島民の方 (2)
救急車についても、応急処置ができる が不在の診療所で医療行為をすることはで の救急時の不安を少しでも解消できるよ
人を当番船で渡して処置をしておいて、 きないことから、看護師のみの配置は難し う、離島における救急搬送時の対応や、
救急車はあとからくるようなことがで いと考えます。 総合的な問題等調査研究していきます。
きないのか等も検討してほしい。 ●定期船にて葛港まで患者を搬送している

現状です。救急車が大入島へ渡るためには、
一 番早く渡れる方法（臨時便）で渡って
いる。ただし、欠航の時には荒網丸（瀬渡
し船）等で隊員のみ渡り、地元消防団員の
協力を得て搬送している。当番船について
隊員のみ渡る場合最低２名、後で救急車が
行く場合２名人員が必要で、人員不足の中
では確保が難しい恐れがある。しかしなが
ら最近はフェリーの対応（臨時船）が早い
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ため、隊員のみ渡る事例は少ない。
55 大入島 企業誘致について真剣に取り組んでい 企業誘致につきましては、雇用の確保、若 本委員会としても本市の産業の基幹をな 経産

るのか。雇用の場がなければ人口減少 者定住、地域経済の振興のため市の最重要 す農林水産業の振興施策等については重 (1)
に歯止めがかからない。 課題として取り組んでいます。その活動に 要と考えております。委員会審査におい

つきましては、大分県と連絡をとりながら、 ても、国・県の補助金を利活用した産業
医療機器関連、佐伯市の資源を生かした水 振興策がだされておりますが、これらの
産食料品製造業や木材・木製品製造業、Ｉ 振興策の有効かつ適切な運用をしなが
Ｔ関連・コールセンターなどの情報産業、 ら、産業の発展・充実が図られるよう、
農業への企業参入、バイオマスなどの環境 議会としても調査・検討していきます。
ビジネス型企業などの誘致に取り組んでお
ります。

56 大入島 企業誘致は、関東・関西に行き、偉く 関東・関西の郷土会や高校同窓会には市長 企業誘致に関する情報交換等について 経産
なっている人を利用すれば良いと思う。 ・副市長が出席し、企業誘致に関する情報 は、トップセールスも非常に大事と考え (2)

交換を行っているところです。 ます。併せて事務レベルにおいても積極
的に企業訪問など行う中で、企業の誘致
につながるよう行っていただきたい。ま
た議会としても、可能な限りバックアッ
プしていきたいと考えています。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
57 蒲江 蒲江は屋形島を利用して対策したらど 屋形島と蒲江間に防潮堤等の施設を整備し 執行部の見解のとおりです。 総務

うかと思うが。生活面はかなり行き届 てはとの意見と思われるが、施設整備には、 (28)
いたと思う。ただ命はだれかが守って 莫大な経費を要すること、施設（ハード）
あげないと、大きな視野で命と財産と だけでは完全に津波の被害を防ぐことはで
仕事を守ってほしい。（屋形島における きないこと、漁業に対する影響が大きいこ
防災対策について） と等から現段階では全く考えていません。

58 蒲江 もっと市民のことを考え市内の活性化、 市民の生命及び財産を災害から守り、住民 議会としても市の防災対策に積極的に関 総務
災害の対処をしてほしい。 生活の安定と秩序が保たれるよう、今後も 与し、支援していきたいと考えています。 (30)

防災、減災に向けたあらゆる対策を進めて
行きます。

59 蒲江 東南海・南海地震がきた場合、蒲江の 現在の蒲江振興局の庁舎については、老朽 この件については、以前から一般質問に 総務
司令塔がなくなる。蒲江の議員が率先 化しており、また津波、高潮の被害を受け おいて何度も取り上げられた課題であ (26)
をして言っていく、あるいはどうなっ ることが予測されることから、建て替えの り、議会としても注視していきます。
ているのかと協議をする、そういうこ 計画を持っており、その準備を進めていま
とを鋭意やっていただきたい。 す。

60 蒲江 東南海、南海地震がいつきてもおかし ６月議会での清田議員、高司議員の一般質 住民の生命を守ることを第一に考え、議 総務
くないと考えて、震災の報道を見てい 問に対する答弁のとおりです。（清田議員 会としても市の施策を注視してまいりま (27)
る。命、財産、仕事がなくなっている。 への答弁）建設位置の見直しの必要性を感 す。
大手前にしても、新庁舎にしても震災 じているかとの質問ですが、新庁舎の建設
の前に造ることが決まっているが、も 場所につきましては、建設検討委員会や建
し震災がきて津波がきたらせっかく造 設審議会での審議を経て、議会に報告を行
るものは大丈夫なのか。命、財産、仕 い、現在地が最適であるとのことで新庁舎
事を守っていくことが一番大きな課題 建設基本構想に盛り込まれております。具
だと思う。 体的には、選定項目を設定し建設候補地の

なかから検討を行った結果、経済性、早期
性、まちづくり等の観点からも最適である
という結果になっております。主な理由と
して、（１）新たに用地を確保する必要が
なく、現在の敷地内で早期に建設が可能で
ある。（２）現在地での建て替えの場合の
み、既存建物の解体費が合併特例債の対象
となるため財源的に有利である。（３）本
市のまちづくりは、中心市街地活性化事業
を主軸としており、市役所はその核となる
施設の一つであり、中心市街地区域外への
移転は、本市のまちづくりに多大な影響を
与えるなどであります。新庁舎は基本構想
の方針として「防災拠点として安心と安全
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を確保した庁舎」があげられており、基本
設計の構造計画では免震構造を採用し、大
地震でも建物がほぼ無傷で、かつ建物内の
家具などがほとんど倒れない方式を採用、
さらに、地震による津波対策として「佐伯
市防災マップ」の津波による想定浸水深に
対応したものとなっております。また、３
月１１日に発生しました東日本大震災が、
想定外の津波被害をもたらしたことから、
国の中央防災会議では津波の想定高さの見
直しの検討が始められ、佐伯市においても
独自に避難の目安の見直しを行いました。
このことを受け、これまで災害対策本部室
やサーバー、電気室などの重要な機能を有
した部屋は３階以上に配置し、６階のフロ
アは災害時の市民の一時避難場所としても
利用できるように計画しておりましたが、
安全性をさらに高めるために防災拠点とし
ての機能を配置している３階（地上9.8ｍ）
を5階（地上 17.8ｍ）に配置換えを行い
ました。これにより、今世紀前半に発生す
る可能性が高いと言われている東南海・南
海地震による大津波に襲われても、現在地
でも防災拠点は被害を受けず本部機能を十
分に発揮できると考えており、見直しの必
要性は感じておりません。次に、合併特例
債の使用期限延長及び使用範囲の拡大と建
設位置の見直しですが、このことについて
は、平成20年度から毎年、全国市長会を
通じて総務省に対し使用期限延長及び使用
範囲の拡大の提言を行っているところであ
りますが、現時点では合併特例債の延長等
については、措置されていない状況であり
ます。このような状況の中で、建設位置を
変更した場合、次のデメリットが考えられ
ます。（１）基本設計が完成し、本年９月
末完成予定の実施設計等今まで庁舎建設に
要した費用が無駄になる。（２）新たな建
設地が必要になり、用地取得に時間と経費
がかかる。（３）中心市街地以外の移転と
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なると、今までの佐伯市を一新する開発プ
ロジェクトとなり、莫大な費用と時間がか
かる。（４）期間的に合併特例債の適用は
不可能である。以上のことを総合的に考え
た場合、建設位置の見直しをすべきではな
いと考えております。（高司議員への答弁）
新庁舎建設の是非や場所等を再検討する考
えはないかとの質問ですが、先日、清田議
員にもお答えしましたが、新庁舎の基本設
計は基本構想の方針の一つである「防災拠
点として安心と安全を確保した庁舎」を具
現化したものであり、大地震の際にも建物
はほとんど被害が生じないように免震構造
を採用しております。また、地震による津
波対策として、災害対策本部室やサーバー
室、電気室などの重要諸室は３階以上に配
置し、防災拠点としての機能を確保してお
りましたが、３月１１日に発生した東日本
大震災を教訓に、安全性を更に高めるため
に、この防災拠点としての機能を５階部分
に配置換えを行いました。 今回の東日本
大震災により被災地の庁舎が倒壊あるいは
機能が麻痺した状態を考えますと一日でも
早く新庁舎を建設し、近い将来発生する可
能性が高いと言われている東南海・南海地
震の際にも、現在地で防災拠点としての機
能を十分に発揮できるものにしたいと考え
ております。

61 蒲江 佐伯市街地、市役所建て替えについて 本市の財政運営は、平成２２年３月に策定 執行部の見解のとおりであり、議会とし 総務
お金を掛けすぎではないか。何年たっ した第２期行財政改革推進プラン（計画期 ても市の財政状況の監視をしていきま (31)
てお金を返していけるのか、そんなに 間：平成２２年度～平成２６年度）に定め す。
人が集まっていけるか疑問です。 た基本方針に沿って行っています。この計

画では、計画期間５年間の投資的経費を４
００億円（年平均８０億円）以内に抑制し、
各年度の市債発行額を抑制することで、２
６年度末の借入金残高を２１年度末から１
００億円削減する事としています。この計
画額には庁舎建設や大手前開発などの大型
事業も含めた、大枠での投資予定額を基に
今後の財政収支の見通しを推計し、この方
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針に沿った財政運営がなされるよう努力を
しているところです。本市だけでなく全国
の自治体の財政状況は、長引く不況の影響
などにより厳しい状況に置かれており、現
行の交付税制度は国税の伸び悩みにより、
入り口ベースでの不足額を借入金で補填せ
ざるを得ない状況にあることから、制度の
あり方について国と地方の議論が行われて
いますので、その動向には十分な注意が必
要です。第２期行革プランに沿った財政運
営を基本としつつ、状況の変化には速やか
に対応できるよう毎年度中期的な財政推計
を行い、規律ある財政運営に努めて参りま
す。

62 蒲江 市庁舎の建設について総務常任委員会 蒲江振興局は消防蒲江分署と併設する方向 執行部の見解のとおりです。 総務
から報告があったが、蒲江振興局庁舎 で、現在候補地の選定作業を進めています。 (25)
の建設はどうなるのか。放置されたま 住民説明会等を経て建設予定地が決定しま
まなのか。予算はどうなっているのか。 したら、具体的な予算化を行います。

63 蒲江 それぞれの地域から要望書として緊急 －－－－－ 津波避難施設整備をはじめとする市の防 総務
避難路の整備ということを上げてるん 災対策には、議会としても積極的に関与 (29)
ですが、それも一切してません。執行 してまいります。
部からの提案を受けて審議しようと、
そういう姿勢ではなくて、むしろこれ
だけの大震災が起きたのだから、緊急
避難路の整備、ハザードマップを当然
見直す必要がある、議会が待つのでは
なくて議会としても積極的に関与して
いくことが必要だと思う。

64 蒲江 市街地活性化事業について、議員の方 －－－－－ 意見として把握します。 地開
々は反対20名なのにどうして行うの (11)
か？合併して市内だけが活性化してい
くだけで町村はさびれていくばかり、
必要がないということで今まで行って
いた行事など皆削られてしまって町村
は、いや蒲江は地区民が一緒になって
楽しむことが何一つない。スポーツや
レクリエーション、今までのように何
か楽しむものを地区民に与えてほしい。
そういう費用がほしいと思います。市
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街地活性化事業反対です。
65 蒲江 区画整理は住民が行うという話を前聞 土地区画整理法では、都市再生土地区画整 大手前開発事業における土地区画整理事 地開

いたんですが、市役所がするのであれ 理事業の施行者として、個人・組合・会社 業は、地権者の全員同意のもと、個人施 (23)
ば都市開発になるはずですが、その辺 ・地方公共団体・国土交通大臣等が定めら 行にて市が実施主体となり進めていま
の違いは。 れている。このうち大手前開発事業は個人 す。事業の公共性から本来なら公共団体

施行で行うが、この個人施行の要件として、 施行にて行うべきですが、合併特例債の
全員同意が必要となる。公共団体施行は法 使用期限である平成26年度末までに事
定手続を地権者から選挙された土地区画整 業を完了する必要があるため、短期間で
理審議会への諮問や同意により処理するこ の事業完了を目指し個人施行にて実施し
とになる。個人施行は公共団体施行と比較 ています。
して、手続に要する期間が短く事業の進捗
が望めるが全員同意というリスクもある。
大手前開発事業は、総合計画や都市計画マ
スタープランの中にもその必要性はうたっ
ており、中心市街地活性基本計画の主要事
業として計画しているので、公共団体施行
で行うべきではあるが、財政面から平成2
6年度末までの合併特例債を活用すること
を前提に事業を組み立てており、公共団体
施行のスケジュールでは事業実施が困難で
あるので、短期間での事業完了を目指し、
個人施行にて事業を進めている。

66 蒲江 歴史資料館、観光交流館の要・不要を －－－－－ 意見として把握します。 地開
議論すべきである（特別委員会を設け (24)
るべき）。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
67 上浦 上浦は、上浦町時代に防災マップの立 市でもある程度の水、食料の備蓄をしてい 執行部の見解のとおりです。 総務

派なのものを作っている。10メートル ますが、基本的には、避難に備えて、個人 (33)
の津波を想定し水没地域を具体的に１ で懐中電灯や携帯ラジオとともに、3日分
個１個線を引いている。また、その時 程度の、水、食料、物資を自らや地区、自
の避難場所というのも決まって、ここ 主防災組織等で準備していただくようお願
も20メートルの津波が来ても大丈夫な いしたいと思います。
ような場所である。ただ問題は、津波
のあとが帰れる家がないかもしれない。
上浦の場合は、避難場所はもう変更せ
んでいい。避難ルートもいい。避難用
品を山小屋に置くにしたって、何を置
いたらいいか、金さえあればカンパン
と毛布とできるわけです。建物を建て
てくれとか言いよらせん。今日来るか、
明日来るかわからんのに、全体の骨格
ができるまで一歩も動かんというので
なくてね。カンパンだけでも、何十万
か地区に配って、山小屋に置いとけば、
今来ても、とりあえず２、３日はずれ
る、そういう対策を待っている。この
会では、その分についての方策に一番
期待をして来た。だからここに書いて
る編集後記のとおりにしてほしい。

68 上浦 10メートルの津波が来れば上浦は孤立 東南海・南海地震の場合は、豊後水道をは 今後実施する市の施策を注視していきま 総務
し陸の孤島になってしまう。仮に２、 さんで大分県と愛媛県で津波の反射が繰り す。 (34)
３日山の上で過ごすということなら、 返し行われる「多重反射」が発生するため、
高齢者や子どもの非難に耐えられる程 1日以上避難地にとどまることが考えられ
度の施設（中古のブレハブ住宅）が必 ますが、小規模な避難地につきましては、
要だ、地元地区の負担だけでは苦しく、 外灯、トイレ、東屋等の整備は予定してお
市の助成をお願いする。 りません。地区が整備する避難施設への補

助については、避難路の整備の進捗状況等
を考慮しながら、検討して行きたいと思い
ます。

69 上浦 緊急性のある事業（津波）対策を早急 避難地、避難路の見直しを区や自主防災組 議会としても市の防災対策に積極的に関 総務
に説明してほしい。 織を通じて現在行っており、その結果を受 与し、支援していきたいと考えています。 (35)

け、避難地、避難路の整備のための予算を
９月補正予算に計上し、早急に整備を行い
たいと考えています。
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70 上浦 先般いただいた議会だよりの編集後記 －－－－－ 津波避難施設整備をはじめとする市の防 総務
を読ませていただいた。３月11日の震 災対策には、議会としても積極的に関与 (32)
災というのは、今までの常識が通用し してまいります。
ない災害であった、本市にとっても大
変憂慮される、残された任期２年間、
議会としても今回の大災害を教訓にし
てどのような施策を提案することがで
きるか議会に与えられた大きな使命で
ある、と結んでいる。非常に期待をし
ております。ただ、３月11日に災害が
起きて、２か月経った、我々は一日千
秋の思いで避難場所について、いつか
いつかと待っている。２か月間の活動
は、今言ったように検討しますだけじ
ゃなくて、どの程度進んでいるか、ど
の程度なのか。議会の動きが見えてこ
ないような気がしてならない。

71 上浦 旧郡部から市内の高校に通学するのに 平成22年第２回定例会で髙司議員の質問 執行部に確認したところ、高校は義務教 教民
多額（蒲江で約33万円／年）の費用を に答弁していますが、高校については、義 育ではなく大分県の所管となるため、通 (3)
要している、これでは教育機会の均等 務教育でなく大分県の所管であるため、そ 学費の補助については、慎重な検討が必
が図れていないと言える。バス通学補 の通学費補助については、慎重な検討が必 要だということでした。委員会としても、
助については、県立高校・小中学校を 要と考えています。 周辺地域からの高校への通学は経済的な
市教委に依頼したが高校は所管が違う 負担等が大きいことは認識していますの
ため対象外と言われた。３月議会一般 で、高校生への通学費補助の方策を今後
質問では、鶴岡・豊南高校の統合校に の課題として研究していきます。
専攻科を設けては、との提案もあった
が、それ以前にすべき教育課題がある。

72 上浦 中心市街地活性化事業自体は必要と思 佐伯市歴史資料館では、博物館法に基づく 執行部へ歴史資料館の各部屋の広さや活 地開
うが、施設・規模が大きすぎる、もう 収集、保存、調査研究、交流サービス等の 用方法等を確認したところ、歴史資料館 (12)
少し辛抱して多少規模を小さくするべ 機能を備えるため、展示室、収蔵室、調査 は、平成21年度に策定した基本構想・
き。特に歴史資料館は１３億もかけど 研究室、資料整理室、体験学習室のほか事 基本計画に基づき、現在事業が進められ
んな御殿を造るのか。 務室、会議室等を配置しようとしている。 ています。新館は、1,200㎡の建設を予

これらをすべて新館に配置すると規模が大 定、また現在の三余館1,481.81㎡も活
きくなり、建設コストも高くなるため、隣 用し、収集、保存、調査研究、交流サー
接する三余館を活用し、体験学習室、研修 ビス等を行う計画となっているとのこと
室等の学習支援部門を三余館に、展示室、 です。新館の規模については、展示室が
収蔵室等を新館に配置する計画となってい 350㎡とのことですが、これは市美展で
る。新館の諸室の面積は、特別収蔵庫が、 使用する三余館の体育室370㎡よりも若
前室も含め250㎡、一時保管庫荷解き室が 干狭いものだとのことです。また三余館
50㎡、展示室は350㎡で、これは三余館 を活用することについては、新館の規模
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の体育室がステージを含め約370㎡でこれ や、建設コストを押さえるためのもので
より少し狭いくらいの広さで、展示準備室 あり、また、三余館に予定している、学
が、50㎡、資料室、会議室も兼ねた学芸 習支援部門等も歴史資料館になくてはな
員室が95㎡、そのほかエントランスホー らない機能であるとのことです。
ルやミュージアムショップ、電気機械室等
の供用部門が365㎡、事務室40㎡で計約
1,200㎡と計画している。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
73 鶴見 数字合わせの見通しは、将来の現実の 本市の財政運営は、平成２２年３月に策定 執行部の見解のとおりであり、議会とし 総務

不安を隠せません。 した第２期行財政改革推進プラン（計画期 ても市の財政状況の監視をしていきま (44)
間：平成２２年度～平成２６年度）に定め す。
た基本方針に沿って行っています。この計
画では、計画期間５年間の投資的経費を４
００億円（年平均８０億円）以内に抑制し、
各年度の市債発行額を抑制することで、２
６年度末の借入金残高を２１年度末から１
００億円削減する事としています。この計
画額には庁舎建設や大手前開発などの大型
事業も含めた、大枠での投資予定額を基に
今後の財政収支の見通しを推計し、この方
針に沿った財政運営がなされるよう努力を
しているところです。本市だけでなく全国
の自治体の財政状況は、長引く不況の影響
などにより厳しい状況に置かれており、現
行の交付税制度は国税の伸び悩みにより、
入り口ベースでの不足額を借入金で補填せ
ざるを得ない状況にあることから、制度の
あり方について国と地方の議論が行われて
いますので、その動向には十分な注意が必
要です。第２期行革プランに沿った財政運
営を基本としつつ、状況の変化には速やか
に対応できるよう毎年度中期的な財政推計
を行い、規律ある財政運営に努めて参りま
す。

74 鶴見 現在の社会状況（津波等）に鑑み、大 東日本大震災後の防災計画見直しについて 執行部の見解のとおりですが、議会とし 総務
手前問題等よりも、もっと市民の安全 は、津波高の想定を変更し、地区別避難経 ては市民の安全を第一と考え、市の施策 (43)
・平穏な生活に重点を置くよう期待す 路の整備に向けた検討を行っている。中心 には注視してまいります。
る。 市街地の活性化よりも安全・安心を優先さ

せよとの指摘だが、どちらも重要な政策課
題であると認識している。いずれにも濃淡
なく取り組む所存。

７５ 鶴見 第二の夕張市にならないように議員一 －－－－－ 財政運営については、議会としても引き 総務
人一人がしっかり勉強して市民のため 続き監視してまいります。 (45)
に頑張ってもらいたい。

7６ 鶴見 番匠川河口橋の早期実現に向けて議会 昨年、大分県が番匠川河口橋の費用対効果 市議会としても重要な事業として重要な 建設
として取り組んでほしい。 の調査をしています。投資する事業費に対 事業として位置づけており、早期事業化 (14)
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し、その効果がどれだけあるかを試算して、 にむけ引き続き要望していく。
事業の必要性を判断するものです。その結
果、事業効果が必要とされる数値には満た
なかったということで、現段階では、早急
な建設は非常に厳しいと思われます。ただ、
この建設については、市議会でも取り上げ
られおり、自治委員会連合会からも架橋の
要望が提出されるなど、市としても県要望
の最優先事業として位置づけています。

7７ 鶴見 番匠川河口橋の早期着工を。 同上 同上 建設
(15)

7８ 鶴見 大入島埋立問題（８月結審）結果待ち、 －－－－－ 意見として把握します。 地開
大手前開発も国からの予算が確定し、 (14)
返納する結果となるなら、今後の佐伯
市の行く末がさびしい。夢が持てない。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
7９ 大島 市役所の関係者が大島に渡ってくるこ 自治会等との対話を心掛けたいと考えま 執行部の見解のとおりです。 総務

とがなくなった。以前はこまめに敬老 す。 (40)
会など何かにつけて来てくれて、どん
な人がいてどんな暮らしをしているか
分かってくれていた。

８０ 大島 新造船の規模等について 規模については、現船と同じ１９トン、材 執行部の見解のとおりです。 総務
質はFRP（強化プラスチック）、定員は現 (42)
船同様の４５名程度、機関については、省
エネ型の機関２機、その他、バリアフリー
対応とする。

8１ 大島 「地域おこし協力隊」について、市役 地域おこし協力隊は一定期間以上、農林漁 議会としても地域おこし協力隊につい 総務
所は制度の理解をしていただけていな 業の応援、水源保全・監視活動、住民の生 て、大島の活性化の一翼を担う事業と考 (42-2)
い。大島の状況をみてどうして派遣し 活支援などの各種の地域協力活動に従事し えており期待をしています。今後も引き
たのか具体的プランがない。国の募集 ながら、当該地域への定住・定着を図って 続き、隊員の取組について注視してまい
要項をみて応募してきたが、制度説明 いくものです。離島という環境にあって、 ります。
（業務内容）、大島の人たちとの話もな 目的達成は一朝一夕には無理と考えていま
く、大島の人も何のことかわからない。 す。隊員には地道な努力をしてもらいます
具体的目標も全く見えない。（現在は、 が、市も支援を惜しまない考えです。大島
毎日家庭訪問して交流している段階） の地域おこし協力隊員は現在、家庭訪問を
市役所から「とりあえず、住んでくれ 進めています。必要な者へ、診療所への送
たらそれでいい」と言われた。 迎や荷物運びの手伝いを行っています。ま

た、むつみ苑における「寄ろう会」「サロ
ン」に参加し、地域の人と交流を深めてい
ます。先般は、寄ろう会において、４月に
開設した「鶴見大島ブログ」（http://tsur
umioosima.seesaa.net/）を紹介し、隊
員活動を報告したところです。これは島外
に住む大島出身者に好評です。今後は、必
要な生活支援を継続しながら、大島の貴重
な文化である「一本釣り漁」を記録（ホー
ムページ）として残す仕事を行う予定です。
離島という環境にあって、地域おこしの目
標達成は一朝一夕には無理と考えていま
す。地道な努力が必要です。２人の隊員が
大島へ溶け込み、問題を把握し、新たな取
り組みを始めることが、地域おこしにつな
がると考えています。２人の活動を支える
ため、市は支援を惜しまぬ考えです。これ
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までに、島民に対する協力隊の方針を「お
知らせ」として全世帯に配布しました。ま
た、職員が月に複数回大島に渡り、隊員や
住民との情報交換及び隊員活動のサポート
を行っています。

8２ 大島 コミュニティバスは、高齢者向けのも 全市民を対象としたものですが、交通手段 執行部の見解のとおりです。 総務
のなのか。港から病院まで遠く、交通 を持たない人を利用者の中心と考え、中心 (39)
費も掛かる。足腰も悪い人もいて、バ 市街地で買い物や通院などができるよう
ス停から病院までタクシーを使う。１ に、循環バス社会実験の運行を計画してい
便でもいいので、病院までを結ぶよう ます。地域住民・商業者・交通事業者等の
なことはできないのか。 意向を調査しながら、本年度に基本計画・

実施計画を策定しますが、中心市街地を循
環することを念頭に置き、港から病院まで
の運行についても検討します。但し、民業
圧迫にならないように、民間交通事業者（バ
ス・タクシー）と協議していきます。

8３ 大島 火災の問題について、これから高齢者 大島の火災出動については、現在消防隊（東 執行部の見解のとおりです。 総務
が多くなる。65才ぐらいの人も消防団 部分署）4名により、振興局が手配した船 (41)
員でいる。２、３年前保戸島で火災が で必要資機材を積載し出動する。同時に本
あった時は地元の人だけでは手が足ら 署消防隊1分隊4名が手配した船により、
なかった。四浦から応援。消防署は動 必要資機材を積載し出動する。また、近隣
けない。ここまできても消防車は通れ の鶴見梶寄分団、丹賀分団等の消火支援活
ない。「協力隊」といったものを募るな 動も実施する。大島地区においては、本年
どして、その分対策を考えてもらいた 度結成する「大島地区自主防災会」防災計
い。 画書に火災発生時の地域協力活動計画の策

定を予定しています。この計画書は、実質
的には大島地区自治会が策定するものとな
りますが、市としてもこの計画が実効性の
あるものとなるよう側面から支援していき
ます。

8４ 大島 合併が原因ではないかと思うが、以前 －－－－－ 意見として把握します。 建設
はなかったが、土砂崩れの防止工事10 (12)
％ 地元負担になっている。

8５ 大島 船着場までの道幅が狭い。石垣を削っ 現予算での対応は困難ですが、早期実施に 執行部の見解のとおりです。 建設
て道幅を拡張してもらいたい。 振興 向けて予算確保を進めていきます。 (13)
局へ写真付きで要望書を出しているの
で、見ていただきたい。

8６ 大島 民生委員の会議の際の交通手段につい 民生委員児童委員の事務局は現在社会福祉 執行部の見解のとおりです。 教民
て、合併前は、梶寄まで単独で迎えに 協議会が担当している。社会福祉協議会に (4)
来てくれたが、合併後は、米水津と一 確認したところ、社協では車両や運転手の
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緒ということで、鶴見単独で車が使え 確保ができないため、バス運賃を支払って
なくなっている。（時間の関係もあって、 いる。また、施設訪問につ
梶寄からはバス利用。大島から梶寄ま いては、個人情報に関する取扱いが厳しく
では船をチャーター、経費について市 なり、だれがどこに入所している等の情報
がもってくれるが、バス代については、 提供が受けられなくなったため、慰問を行
何回かは「もういい」ともらっていな えないとのことだった。
い）施設訪問も合併前は1泊で3班にわ
かれてしていたが、合併してからは行
っていない。

8７ 大島 医療について、診療所の先生や、看護 医療については、当初予算に計上のない高 執行部の見解のとおりです。 教民
師の言うことは市の人たちは耳を傾け 額な医療機器の購入が必要になったケース (5)
てくれていない。先生は、一生懸命に など急には対応が取れない場合があります
なって、考え、心配してくれている。 が、基本的に市が診療所医師に対して協力
先生の話を聞いてもらい協力をしても しないことはありません。また、市が救急
らいたい。救急車を何回もつかうと市 車を何回も使うといやな顔をする。という
の人がいっている。 ことですが、診療所医療スタッフに確認し

たところ、島民の方に対して救急車の使い
方について説明したことがあるとのこと
で、それが誤解を招いたのかもしれません。

8８ 大島 独居老人が心配しているのは医療の問 丹賀診療所の医師は基本的には丹賀に常駐 診療所の医師が不在の場合の対応につい 教民
題。急に悪くなっても診療所の先生が しており、研修などで診療所を不在にする て執行部へ確認したところ、医師が研修 (6)
すぐに往診してくれる状態であればい 場合は、代診医により診療を行っています。 などで不在の場合は、代診医による診療
いが、先生のいないときもあるので、 往診は、かかりつけ医が病状により判断し を行っているとのことでした。委員会と
その際、他に往診できる先生の対応を 行うものと考えています。 しては、島民の方の救急時の不安を少し
お願いしたい。たらい回しにされるこ でも解消できるよう、離島における救急
とが多い。 搬送時の対応や、総合的な問題等調査研

究していきます。
8９ 大島 豊漁祭と春祭りは毎年せず2年に1回に 今年の春祭りは、東日本大震災直後という 執行部の見解のとおりです。 経産

したらいいのでは。毎年するのは贅沢 こともあり、賛否両論、議論を重ねた上、 (8)
すぎるのでは。 未だ混乱の極みにある現状など考慮し、中

止としました。この春祭りを２年に１度と
いう声は以前からもありますが、贅沢と言
うより、毎年楽しみにされている方も多く、
佐伯の元気、団結力、さらには熱き思いを
ぶつける大イベントであるなどの理由か
ら、現状どおり毎年開催、継続していきた
いと考えます。鶴見の豊漁祭についても同
様で、由緒ある起源・地元や有志の強い気
持ちなども加味したうえで、現状どおり毎
年開催する方針である。
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９０ 大島 漂着物の問題について、執行部側から 大島漁業再生支援交付金事業の一部から、 執行部の見解のとおりです。 経産
きちんと対応するとの答弁があったが、 湾内における漂着ごみ処理について、島民 (9)
今でも高齢者の方は、腰を痛めながら から、一括収集したごみをユニックによる
大変な作業をやっている。振興局へは つり上げ施設を計画しています。これによ
要求・要望は数年、何度となくしてき り、島民の労力軽減が図られます。
ている。振興局からは、他の地区と同
じだ、どうしようもないという答えが
出ている。

9１ 大島 中心市街地活性化事業について、周辺 －－－－－ 意見として把握します。 地開
部が血を吸われる形で、うまくいって (13)
も周辺部は指をくわえて見ているだけ。
失敗してゴーストタウンとなると尻ぬ
ぐいをするのは私たちになる。税金は
全て私たちにかかってくる。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
9２ 米水津 東南海・南海地震の同時発生したとき 中央防災会議が想定した津波高は米水津で 今後実施する市の施策を注視していきま 総務

に佐伯市米水津地区では19メートル以 6.24ｍです。現在中央防災会議では想定 す。 (36)
上の津波が来ると予想される。振興局 の見直しを行っており、その想定結果に基
に本部をもつとしても既に海の中であ づき、津波の被害を受けない場所に米水津
る。20メートル以上の高台に何らかの 地区の司令塔となる地区災害対策本部が設
形で避難場所をつくる必要があるので 置できるよう対策を講じて行きたいと思い
は。 ます。

9３ 米水津 現行の新庁舎建設予定地では津波が来 ６月議会での清田議員、高司議員の一般質 執行部の見解と同様に、災害時の対策本 総務
たときに機能しないのでは。 問に対する答弁のとおりです。（清田議員 部としての機能は維持でくきると考えて (37)

への答弁）建設位置の見直しの必要性を感 おります。
じているかとの質問ですが、新庁舎の建設
場所につきましては、建設検討委員会や建
設審議会での審議を経て、議会に報告を行
い、現在地が最適であるとのことで新庁舎
建設基本構想に盛り込まれております。具
体的には、選定項目を設定し建設候補地の
なかから検討を行った結果、経済性、早期
性、まちづくり等の観点からも最適である
という結果になっております。主な理由と
して、（１）新たに用地を確保する必要が
なく、現在の敷地内で早期に建設が可能で
ある。（２）現在地での建て替えの場合の
み、既存建物の解体費が合併特例債の対象
となるため財源的に有利である。（３）本
市のまちづくりは、中心市街地活性化事業
を主軸としており、市役所はその核となる
施設の一つであり、中心市街地区域外への
移転は、本市のまちづくりに多大な影響を
与えるなどであります。新庁舎は基本構想
の方針として「防災拠点として安心と安全
を確保した庁舎」があげられており、基本
設計の構造計画では免震構造を採用し、大
地震でも建物がほぼ無傷で、かつ建物内の
家具などがほとんど倒れない方式を採用、
さらに、地震による津波対策として「佐伯
市防災マップ」の津波による想定浸水深に
対応したものとなっております。また、３
月１１日に発生しました東日本大震災が、
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想定外の津波被害をもたらしたことから、
国の中央防災会議では津波の想定高さの見
直しの検討が始められ、佐伯市においても
独自に避難の目安の見直しを行いました。
このことを受け、これまで災害対策本部室
やサーバー、電気室などの重要な機能を有
した部屋は３階以上に配置し、６階のフロ
アは災害時の市民の一時避難場所としても
利用できるように計画しておりましたが、
安全性をさらに高めるために防災拠点とし
ての機能を配置している３階（地上9.8ｍ）
を5階（地上 17.8ｍ）に配置換えを行い
ました。これにより、今世紀前半に発生す
る可能性が高いと言われている東南海・南
海地震による大津波に襲われても、現在地
でも防災拠点は被害を受けず本部機能を十
分に発揮できると考えており、見直しの必
要性は感じておりません。次に、合併特例
債の使用期限延長及び使用範囲の拡大と建
設位置の見直しですが、このことについて
は、平成20年度から毎年、全国市長会を
通じて総務省に対し使用期限延長及び使用
範囲の拡大の提言を行っているところであ
りますが、現時点では合併特例債の延長等
については、措置されていない状況であり
ます。このような状況の中で、建設位置を
変更した場合、次のデメリットが考えられ
ます。（１）基本設計が完成し、本年９月
末完成予定の実施設計等今まで庁舎建設に
要した費用が無駄になる。（２）新たな建
設地が必要になり、用地取得に時間と経費
がかかる。（３）中心市街地以外の移転と
なると、今までの佐伯市を一新する開発プ
ロジェクトとなり、莫大な費用と時間がか
かる。（４）期間的に合併特例債の適用は
不可能である。以上のことを総合的に考え
た場合、建設位置の見直しをすべきではな
いと考えております。（高司議員への答弁）
新庁舎建設の是非や場所等を再検討する考
えはないかとの質問ですが、先日、清田議
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員にもお答えしましたが、新庁舎の基本設
計は基本構想の方針の一つである「防災拠
点として安心と安全を確保した庁舎」を具
現化したものであり、大地震の際にも建物
はほとんど被害が生じないように免震構造
を採用しております。また、地震による津
波対策として、災害対策本部室やサーバー
室、電気室などの重要諸室は３階以上に配
置し、防災拠点としての機能を確保してお
りましたが、３月１１日に発生した東日本
大震災を教訓に、安全性を更に高めるため
に、この防災拠点としての機能を５階部分
に配置換えを行いました。 今回の東日本
大震災により被災地の庁舎が倒壊あるいは
機能が麻痺した状態を考えますと一日でも
早く新庁舎を建設し、近い将来発生する可
能性が高いと言われている東南海・南海地
震の際にも、現在地で防災拠点としての機
能を十分に発揮できるものにしたいと考え
ております。

9４ 米水津 現場の声、地域の声をよく聞いて調べ、 地域審議会、市長ふれあいトーク、タウン 議会としても広く市民の皆様の声を聴く 総務
中心市街地だけでなく人口減少は急速 ミーティング等の場で今後も承っていく考 ための改革として議会モニター制度の採 (38)
に進んでいるので今のことを考えるの えです。 用、議会報告会の開催などの取組を行っ
でなく、もっと将来のことを考えて市 ております。市民の皆様の声には絶えず
政を進めてほしい。 耳を傾け、民意の把握に努め、市政に反

映をさせるべく努めてまいります。
9５ 米水津 西九州、東九州のインフラの格差をな 佐伯市としましても、「１４ｍバース早期 執行部の見解のとおりです。 建設

んとかして。 供用開始」は、輸入貨物等の輸送船の大型 (10)
化に対応し、海上輸送コストの削減により、
地域産業の競争力の強化が図られるととも
に、東九州道の早期完成とあいまって、海
と陸の交通ネットワークが形成され、新た
な臨海型産業の立地に望みをつなぐもの
で、県南地域の発展のために重要な事業で
あると考えており、国、県等に要望活動を
行っております。今後も、引き続き早期供
用開始に向けた要望活動を行ってまいりた
いと考えております。

９６ 米水津 第２水産基地においては、現在残土の 米水津第２水産基地の残土処理となってい 執行部の見解のとおりです。 建設
置き場となっている。違法ではないか。 る用地は、用途利用計画上「水産関係企業 (8)
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その中に生けすなどの網がやぶれたも 貸付用地」となっている。しかしながら市
のが含まれている可能性があり、津波 道小竹線歩道設置工事に伴う公共残土の一

時的な仮置き場に苦慮していた中で、用地
等が発生した場合、残土による被害が 管理者と協議し、用地貸付を希望する業者
起きるおそれがあるため、調査をして が出てくるまでという条件で、仮置きの許
ほしい。 可をもらっているところであり、将来的に

は鶴見の漁港整備の埋立土として利用し、
撤去する予定である。

９７ 米水津 筆界未定地（国土調査後）における自 国土調査を行う際には、十分な地権者説明 執行部の見解のとおりです。 建設
治体の対応について、筆界未定地とな を行い、多額の費用をかけて調査を行って (9)
りその後、当事者間において、境を入 いるので、改めて再調査は出来ません。平
れる調整が難航していることから、市 成1８年1月20日より、法務局において筆
が関与できないか。 界特定制度がスタートしていますので、こ

の制度を利用することをお勧めします。（こ
の制度では、法務局と専門家による調査が
行われ筆界特定登記官が筆界を特定する事
になります。）

9８ 米水津 空き屋となり、手つかずの家がある。 現在、廃屋等に係る市の対応については、 執行部の見解のとおりです。 建設
大きな台風が来れば、瓦等が飛ばされ 次の対応を講じています。 (11)
て近隣の家を破損する恐れがあるため、 ○住民からの通報等によって老朽危険家屋
市も積極的に対処してほしい。他の自 所有者へ適正化を通知等で要請。
治体では、補助金があると聞いたが本 ○近隣住民へ自己防衛に関する喚起。
市において、何らかの対策を検討して ○隣地に面した道路管理者（県・市）の責
いただきたい。 任において、防護ネットによる瓦等の飛散

防止策等。
○路上に誘導機材を設置しての危険回避策
等。
しかし、我が国の日本国憲法第29条によ
って「財産権の不可侵性が保障」されてい
ることから、廃屋の対応については、行政
としても苦慮しているのが現状です。この
ことから、平成20年10月に九州市長会に
「私有財産に対する行政の緊急安全措置に
ついて」の議題を本市から提案し、11月
には全国市長会から、「地方公共団体が弾
力的に対応できるように法律の整備や財政
措置等を講じる旨の要望書」を国へ提出し
ました。また、国からは、「外部に不経済
をもたらす空き地や空き家等の適正な管理
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が行われていない不動産の適正管理につい
て検討する」旨の回答を得ていますので、
今後、国の法律改正等を受けて措置を検討
したいと思います。また、全国の自治体の
中には、「空き家等の適正な管理に関する
条例」等を定めている自治体もありますが、
国の法律が改正されない現在においては、
上記にあげる本市の対応を文書化したもの
にすぎません。さらに、廃屋の撤去費補助
金については、廃屋の所有者が申請者とな
り市の公的資金を投入しての措置であるた
め、財産放棄等によって所有者が不明とな
った廃屋については、そのまま放置されて
しまい廃屋の隣地で生活する住民の公平性
や公金使用の平等性を保つことに欠けてし
まいますので、これまでどおり積極的に国
へ要望し、法律の整備等が実施されてから
具体的な措置を講じます。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
9９ 弥生 東日本大震災で大津波が発生し、今度 ６月議会での清田議員、高司議員の一般質 執行部は庁舎フロア配置でも重要機能の 総務

は東南海・南海地震が30年以内に発生 問に対する答弁のとおりです。（清田議員 高層階への配置換えを行うなど対応をし (59)
する確率が70％と聞いている。新庁舎 への答弁）建設位置の見直しの必要性を感 ており、議会として今後も引き続き事業
・大手前開発を行うとしているが、こ じているかとの質問ですが、新庁舎の建設 の進捗状況を注視してまいります。
れまでの議論の経過にとらわれること 場所につきましては、建設検討委員会や建
なく、事業を進めてほしい。市役所新 設審議会での審議を経て、議会に報告を行
庁舎の中枢機能を上の階に上げるとか、 い、現在地が最適であるとのことで新庁舎
大きな変更をするとか思いきって英断 建設基本構想に盛り込まれております。具
する必要がある。そこらの金の使い方 体的には、選定項目を設定し建設候補地の
を、議会と執行部で十分議論してほし なかから検討を行った結果、経済性、早期
い。 性、まちづくり等の観点からも最適である

という結果になっております。主な理由と
して、（１）新たに用地を確保する必要が
なく、現在の敷地内で早期に建設が可能で
ある。（２）現在地での建て替えの場合の
み、既存建物の解体費が合併特例債の対象
となるため財源的に有利である。（３）本
市のまちづくりは、中心市街地活性化事業
を主軸としており、市役所はその核となる
施設の一つであり、中心市街地区域外への
移転は、本市のまちづくりに多大な影響を
与えるなどであります。新庁舎は基本構想
の方針として「防災拠点として安心と安全
を確保した庁舎」があげられており、基本
設計の構造計画では免震構造を採用し、大
地震でも建物がほぼ無傷で、かつ建物内の
家具などがほとんど倒れない方式を採用、
さらに、地震による津波対策として「佐伯
市防災マップ」の津波による想定浸水深に
対応したものとなっております。また、３
月１１日に発生しました東日本大震災が、
想定外の津波被害をもたらしたことから、
国の中央防災会議では津波の想定高さの見
直しの検討が始められ、佐伯市においても
独自に避難の目安の見直しを行いました。
このことを受け、これまで災害対策本部室
やサーバー、電気室などの重要な機能を有
した部屋は３階以上に配置し、６階のフロ



- 42 -

アは災害時の市民の一時避難場所としても
利用できるように計画しておりましたが、
安全性をさらに高めるために防災拠点とし
ての機能を配置している３階（地上9.8ｍ）
を5階（地上 17.8ｍ）に配置換えを行い
ました。これにより、今世紀前半に発生す
る可能性が高いと言われている東南海・南
海地震による大津波に襲われても、現在地
でも防災拠点は被害を受けず本部機能を十
分に発揮できると考えており、見直しの必
要性は感じておりません。次に、合併特例
債の使用期限延長及び使用範囲の拡大と建
設位置の見直しですが、このことについて
は、平成20年度から毎年、全国市長会を
通じて総務省に対し使用期限延長及び使用
範囲の拡大の提言を行っているところであ
りますが、現時点では合併特例債の延長等
については、措置されていない状況であり
ます。このような状況の中で、建設位置を
変更した場合、次のデメリットが考えられ
ます。（１）基本設計が完成し、本年９月
末完成予定の実施設計等今まで庁舎建設に
要した費用が無駄になる。（２）新たな建
設地が必要になり、用地取得に時間と経費
がかかる。（３）中心市街地以外の移転と
なると、今までの佐伯市を一新する開発プ
ロジェクトとなり、莫大な費用と時間がか
かる。（４）期間的に合併特例債の適用は
不可能である。以上のことを総合的に考え
た場合、建設位置の見直しをすべきではな
いと考えております。（高司議員への答弁）
新庁舎建設の是非や場所等を再検討する考
えはないかとの質問ですが、先日、清田議
員にもお答えしましたが、新庁舎の基本設
計は基本構想の方針の一つである「防災拠
点として安心と安全を確保した庁舎」を具
現化したものであり、大地震の際にも建物
はほとんど被害が生じないように免震構造
を採用しております。また、地震による津
波対策として、災害対策本部室やサーバー
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室、電気室などの重要諸室は３階以上に配
置し、防災拠点としての機能を確保してお
りましたが、３月１１日に発生した東日本
大震災を教訓に、安全性を更に高めるため
に、この防災拠点としての機能を５階部分
に配置換えを行いました。 今回の東日本
大震災により被災地の庁舎が倒壊あるいは
機能が麻痺した状態を考えますと一日でも
早く新庁舎を建設し、近い将来発生する可
能性が高いと言われている東南海・南海地
震の際にも、現在地で防災拠点としての機
能を十分に発揮できるものにしたいと考え
ております。

100 弥生 弥生のコミュニティバスは、いつ見て コミュニティバスは、地域内の交通不便地 執行部の見解のとおりです。 総務
もガラガラの状態である。黒字に転換 域の解消を目的に整備しております。民間 (60)
させるため、成功させるための手法を 交通事業者との共存を図りながら、運行内
種々検討してほしい。 容の改善、認知度の向上のためのPR等を

行い、地域の住民に利用されるコミュニテ
ィバスとなるよう検討していきます。

101 弥生 箱ものがどんどんできるが、将来どの 総合計画、行財政改革プラン等により市政 執行部の見解のとおりです。 総務
ようになると考えているのか。 を運営しているところです。九州一広大な (58)

やさしさを保つ市を目指します。
102 弥生 床木と海崎を結ぶ路線の進捗を図って 大分県が平成２２年度に海崎側の改良工事 執行部の見解のとおりです。 建設

ほしい。 を進めて来ましたが、現在進めている国道 (20)
２１７号戸穴バイパスのルート選定と併せ
て海崎側のルート検討を行うとしていま
す。そのため、平成23年度は工事を一端
休止し測量・設計を行う予定です。今後は
平成23年度中に決定を目指している戸穴
ルートが決まった後に床木～佐伯間の整備
計画及びトンネル着手時期を判断したいと
考えています。

１03 弥生 口蹄疫の問題に関しては、初動操作が －－－－－ 国においては、蔓延防止の観点から疑似 経産
一番大事だと思っている。24時間以内 患畜後、埋却地は発生農場又は当該農場 (15)
に殺処分し、３日以内に３メートルの の周辺とすることが最も適当と判断して
穴を掘って埋めなければならないが、 います。よって、本市においては昨年の
万が一そうなったとき、その土地を確 宮崎県での発生後、畜産農家に聞き取り
保しているのか。議会として提言して を行い、畜舎の敷地及び周辺の民有地の
いるのか。 中から適地を洗い出し、埋却想定箇所の

リストアップを行い、現在、その作業が
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終了しました。よって、現段階において
は、当該農地及びその周辺を予定してい
ます。

１04 弥生 コスモタウンは中心市街地の区域に入 －－－－－ 意見として把握します。 地開
っていないが、取り込んで市街地を形 (19)
成するべきと考える。

105 弥生 大手前開発は、いいチャンスではある －－－－－ 意見として把握します。 地開
が、あくまで借金をして造るので、そ (20)
れを踏まえて事業を進めてもらいたい。

106 弥生 今、大手前開発を見ると、ターゲット －－－－－ 意見として把握します。 地開
がよく分からない。大手前にショッピ (21)
ングセンターを造るというのは、商業
施設の分散化につながる。ここに商業
施設をもってきて成功することは、私
の経験からまず考えられない。51億円
突っ込んでいくべきものではないとい
う気がしてならない。市外からお客さ
んを呼べる施設を造らないと市は潤わ
ない。コスモタウンのまちづくりも失
敗していると思う。このような会合が
今後あるんであれば、無償でいいから
参加させていただきたい。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
107 直川 振興局の体制について、昨年度も人員 平成２２年３月に策定した「第２期佐伯市 御意見の趣旨は理解いたします。市長部 総務

が減り、今年度も職員が減り、ほとん 行財政改革推進プラン」により、平成２６ 局と教育委員会は、そもそも別の機関で (55)
どが嘱託。人づくり・福祉の充実を図 年度末の職員数を９２０人にするべく、鋭 あり、それぞれ専任の職員が配置される
っていくものの、教育委員会の体制は、 意努力を続けているところである。目標を べきであると考えております。しかしな
若い正職員はいるが、公民館長をはじ 達成するためには、平成２３年４月１日現 がら、市として行財政改革を推進してい
めほとんどが嘱託。また、振興局の課 在の職員数１０２５人から、あと４年間で る中、職員の削減は重要課題であり御理
長が教育委員会の責任者となっている。 １０５人の削減が必要な状況となってい 解・御協力をいただきたいと考えており
教育委員会は独立した機関。それを一 る。教育分野もこの例外ではなく、職員の ます。また、市民サービスの低下となら
人の職員がふたつの分野で活用してい 嘱託化による改革を進めている。職員が少 ないよう議会としても注視をしてまいり
るという行政組織は考えられない。地 なくなっていく中で、これまで以上に住民 ます。
域の特色を活かしていくためにも体制 のサービス向上を図るため、本庁と各振興
の充実を図ってもらいたい。 局がこれまで以上に連携をしながら業務を

遂行していく。なお、振興局の課長は各々
の地域で多分野の業務を担っているが、各
事業については、本庁の元課が掌握してお
り、教育委員会も例外ではない。

108 直川 民生委員会では救援マップを作成し、 避難地、避難路の見直しを区や自主防災組 今後実施する市の施策を注視していきま 総務
毎年見直しをしている。これを作って 織を通じて現在行っており、その結果を受 す。 (56)
おけば大丈夫だと感じていたが、今回 け、津波からの生存のための避難が行える
の東日本大震災でこれではだめだと感 よう、高台への避難地、避難路の整備を早
じた。旧市内をみると避難するところ 急に進めていきたいと考えています。（要
がない、城山か渡町台小学校の辺り、 支援者対策）佐伯市民生委員児童委員協議
表女島、裏女島を分けている山か。渡 会から調査をもとに、災害時の避難等に支
町台小まで行くのにどのくらいかかる 援を要する者の所在について、台帳と地図
のか、表女島の人が渡町台小まで行く からなる「災害時要援護者台帳」の提供を
まで川沿いを行かなければならない。 していただきました。今後は新たな避難場
道は狭い。たくさん問題があると思う。 所の決定を受け、この台帳を活用しながら、
足下から計画していかなければならな 要援護者個人別の支援計画の策定を考えて
いと痛切に感じている。行政の方もこ います。災害時における行政の支援には、
ういうところを考えて対策を講じてい おのずと限界があることから、自助努力や
ただきたい。 自治会、自主防災組織、消防団など地域住

民共助による、要援護者支援をお願いした
いと考えています。

109 直川 コミュニティバスについて、旧市内か コミュニティバスは道路運送法に基づき、 執行部の見解のとおりです。 総務
ら宇目の方にバスがいっているのを見 運輸支局に登録をし、運行しています。同 (54)
かけるが（旧市内から回送している） 法の規定により、原則として運行前の対面
わざわざ旧市内からせず宇目から運行 チェック、車両チェック等が必要なため、
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する方法はとれなかったのか。バス利 運行管理者のいる佐伯市内の事務所に行
用について、乗客を見ない。10人乗り き、その後地域で運行します。バスの乗車
のワゴンタイプでもいいのでは。サー 定員については１５人乗りです。１０人乗
ビス面、利便性から考えると回数を増 りと大きさが余り変わらず、運行路線の利
やすなど、ほかにいろいろな方法があ 用見込みを考慮して、車両を選定しました。
るのではないか。 バス利用につきましては、民間交通事業者

へのとの共存を前提としたうえで、運行内
容を検討していきます。

110 直川 振興局予算、振興局長の決済で使える パワーアップ事業の予算増額要望について 市は、合併後実施してきましたパワーア 総務
ものが300万円あると話があった。そ は、これに沿うことは考えていません。ま ップ事業を平成２３年度で終了し、平成 (57)
れをぜひ、1,000万円に。8か町村あ た、地域により加算額をとの考えは理解で ２４年度からは、これに変わる新しい補
げても8,000万。（23年度予算、417 きますが、地域ごとにまず予算ありきとい 助制度を立ち上げようとしています。議
億に対して）ここにいる5人の議員中 うということよりも、その地域がどんな事 会としても地域の状況に応じて加算額を
心に動いて、1,000万、2,000万でも 業に取り組もうとしているのか、その内容 設けるなど、対応するよう強く要請を行
いいので勝ち取ってもえるようにお願 の方へ目を向け、地域ごとではなく事業ご いましたが、地域間で差を付けることは
いしたい。 とに予算要求をしていく方向を目指したい 非常に難しいとの見解でした。平成２４

と考えます。パワーアップ事業は、旧町村 年度から実施される新制度については、
部の地域住民が安心で活気に満ち、地域に 今後も実施方法等、注視してまいります。
誇りを持って暮らせる地域づくりの推進を
目的に、平成１８年から３か年の期限付事
業として取り組みました。平成２０年度で
終了予定でしたが、地域審議会の意見を聴
き、再度３年間の延長をしました。平成２
３年度でパワーアップ事業を終了させたい
と考えています。今後は、地域住民を主体
とした地域づくりへの取組を支援するた
め、新たな補助金制度を検討中です。

111 直川 高齢化社会となり、保健福祉は大事な 保健師の配置につきましては、合併後、技 保健師の配置について、執行部へ確認し 教民
事だと思うが、旧町村では高齢者の家 術系の部門においては、市内をブロック化 たところ、包括支援センターの新設に伴 (55)
を回り直に接していた保健師が2名以 して、技術的集約を図るため「分室」が配 う配置や、障害者自立支援法の施行によ
上いたが現在のところ、宇目・直川を 置されましたが、振興局には１名の保健師 る、社会福祉課への配置など配置箇所・
統活している分室が宇目にあり常駐し が配置されておりました。しかし、新たに 人員の増や、行財政改革による退職者の
ているが、直川には常駐していない。 高齢者福祉課の包括支援センターの新設に 不補充、また産休・育休などにより、全
保健師の顔が見えない。用事があれば 伴い保健師３名配置され、その後、自立支 地域への配置が困難となり、効果的・効
電話をするようにとはあるが、お年寄 援法の施行により、精神障がい者の対応の 率的な配置が検討され、現在のような保
りは電話をしないと思う。市民の声、 ため保健師２名が社会福祉課に配置されま 健師の配置になったとのことでした。委
そういうことを聞くのであれば振興局 した。また、平成２０年度から医療制度改 員会としては、市民の健康増進を図り、
の中に常駐させるべきではないか。行 革のため、国民健康保険係に特定健診・特 医療費削減のため、保健師の充実は必要
財政改革の一端ではあるが、是非1名 定保健指導実施のため保健師３名が配置さ だと考えます。改めて保健師の活動状況
は常駐させ高齢者の一人家庭、また健 れました。行財政改革のため退職保健師の や体制等の現状を調査し、配置体制等を
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康を害している家庭なりを巡回させる。 補充もなく、産休・育休に入る保健師も多 検討します。
それが真の保健福祉につながると思う く、健康増進課の保健師の数が減り、全地
が。 域への保健師の配置が困難となり、効果的、

効率的な配置が検討され、各振興局保健師
が分室へ所属替えし、分室へ集約されまし
た。以上のような経過を経て、現在のよう
な保健師の配置がなされております。しか
し、保健サービスは低下しないよう、振興
局での健康相談を増やしたり、極力、工夫
・努力をしておりますので、現状のご理解
をお願いいたします。

112 直川 企業誘致について、大きな工業団地の 2008年のリーマンショック以来、企業の 先の議会報告会において、企業誘致関係 経産
開発がはじまったと聞いた。土地の確 設備投資は減少していますが、それでも毎 の御質問が多数を占めていたことを受け (14)
保に続いてその次の手立てにおいては 月多くの企業が工場の新設増設を行ってお まして、去る８月８日、企業誘致に係る
税制の優遇などいろいろあると思うが、 り、企業の誘致活動を休むわけにはいきま 工場用地の実状等についての所管事務調
今、市が本気で取り組むべき時期と考 せん。佐伯市に工場を誘致するためには用 査を実施しました。現在、本市には、水
えているのか。どういう狙いでやろう 地がなければ呼ぶことができません。現在、 口工場用地、門前工場用地、三股工場用
としているのかどこまで本気でやって 市の工場用地は１～２ヘクタール程度の狭 地の三カ所があり、それぞれの立地を生
いるのか。情報があれば。今、この景 いものしかありませんので、10ヘクター かし、企業誘致を目指しています。本市
気で工業団地は日本に過剰に余ってい ルの土地を用意しているところです。 が用意している工場用地については、１
る。そのほとんどが企業誘致に寄与し ～２ヘクタールと比較的小規模の用地し
ていないということも現実。時期をみ かないため、現在10ヘクタール規模の
るということも必要ではないか。一度 工場用地を木立の永野地区に造成する計
に広い土地が必要なのか理解に苦しむ。 画があります。地理的背景から10ヘク

タールの所有地に該当するのは永野地区
が適地であるとの判断にたってこの計画
をたてていること、また誘致する企業と
しては製造業をメインに考えています。
しかしながら、現在の円高が70円台に
推移したとき、日本の製造業にダメージ
を与えることが考えられることやこの工
場用地の整備が４年後の平成26年度に
終えるころには、製造業に関わる企業誘
致について、更に厳しい状況になること
も予想されることから、コンパクトな四、
五ヘクタールほどの工場用地が必要では
ないかとの意見が同委員会で出されまし
た。企業誘致については、他市との競争
が激化していますが、既存の三工場用地
に見合う企業の誘致活動についても更な
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る取り組みが必要であると考えており、
本委員会としても所管事務調査を実施し
実状把握するとともに、本市のメリット
なども全面に出し、企業誘致に向け視察
時等機会があるごとにＰＲしていきま
す。

113 直川 佐伯市市街地の件。中心市街地活性化 ●中心市街地活性化基本計画は、地区住民、 執行部に確認したところ、市のメリット 地開
事業について、賛成、反対の数値もで 市民が集う街、来街者が集う街を目指して については、大手前開発事業では、区画 (18)
ているが今後も慎重な審議をされ、佐 おり、具体的には歩行者通行量の増加及び 整理事業、再開発事業を行うことにより、
伯市から大分への人口の流失、若者の 歴史と文学の道の観光入込客数の増加の数 居住環境が良くなり、またバスターミナ
集まる場所の変化など、現在の佐伯市 値目標を掲げている。この目標を達成する ルを新設することにより交通の利便性も
の大手前開発では「箱物」をつくって ために、公共と民間の八十数事業を一体的 向上する。事業を行うことにより活性化
採算ペースにのれるかというところを に実施する計画となっている。その中で大 されれば、商業施設等からの所得も生ま
懸念している。これにたずさわる経費、 手前開発事業は、核事業として位置づけて れ市民税の、また周辺地域に民間活力に
かなりの調査費とか恐らく掛かってい おり、商業店舗、住宅、公共公益施設、広 よる開発が行われれば固定資産税等の税
ると思うので早い結論を出して、違う 場、駐車場等を整備することにより、市民 収増になる。また、中心市街地の活性化
ところに使い道があるのではないかと が集う交流の場が生まれ、にぎわいの創出 の効果は市全域に波及するものと考えて
そういうが気がしている。城山、三の が図られるものと考えている。各事業は個 いるとのことでした。費用対効果につい
丸周辺から海、山、これを生かしたも 別に効果を期待するものではなく、事業全 ては、事業採択時の条件でなかったため、
のに変えていく新しい発想も考えてい 体を一体的、総合的に実施することで、中 現状では数値を把握していないとのこと
く必要があるのではないか。 心市街地地区の活性化に寄与することとし でした。委員会としては、費用対効果は、

ており、その効果は市全域に波及するもの この事業により活性化できるかの目安と
と考えている。さらに財政的視点でみると、 なるものであり、これから事業を進めて
市が実施する事業は、国の社会資本整備総 いく中で是非算出すべきだと考えていま
合交付金を活用するメリットがあり、なお す。また大手前地区に、にぎわいを創出
かつハード事業については、合併特例債等 するため、商業棟への入居店舗及び公共
の市債を活用することができる。 公益棟への入居団体の選定や、ソフト事
●区画整理事業で道路や広場等を整備し、 業等施設の活用方法等を検討し、執行部
再開発事業で施設を建設するので、大手前 ・準備組合と意見交換を行いたいと考え
地区の居住環境は良くなり、新しくバスタ ています。
ーミナル機能も設置するので交通の利便性
も向上する。事業を行うことにより活性化
され、商業店舗等からの所得が増え、市民
税が増える。また、周辺地域での民間開発
により税収が増える。そういったことにつ
ながるように取り組んでいる。

●社会資本整備総合交付金は「まちづくり
の目標や目標を定量化する指標を設定する
ことで、総合的なまちづくりを進める」と
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いう観点からの補助採択になっており、大
手前開発事業の個別での費用便益分析は行
っていない。事業評価については、交付終
了年度の平成26年度に事後評価を第三者
機関で審議し、市民への公表を行い国に報
告することとなっている。また事業実施中
の段階では事業進捗状況の公開や中心市街
地活性化協議会などでの意見を踏まえ、事
業効果を高めるよう取り組んでいる。事業
効果の検証方法については、地元の準備組
合が今年度後半に基本設計や資金計画を作
成するので、その中で大手前開発事業の個
別での費用対効果や新たな数値目標の設定
などの必要性も含めて国や県の指導を受け
ながら準備組合とともに検討していく。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
114 本匠 庁舎検討委員だったが、新庁舎の位置 ６月議会での清田議員、高司議員の一般質 執行部の見解のとおりです。 総務

については反対した。大手前に庁舎を 問に対する答弁のとおりです。（清田議員 (51)
もっていけば人が集まり、中心市街地 への答弁）建設位置の見直しの必要性を感
の活性化にもなると思った。 じているかとの質問ですが、新庁舎の建設

場所につきましては、建設検討委員会や建
設審議会での審議を経て、議会に報告を行
い、現在地が最適であるとのことで新庁舎
建設基本構想に盛り込まれております。具
体的には、選定項目を設定し建設候補地の
なかから検討を行った結果、経済性、早期
性、まちづくり等の観点からも最適である
という結果になっております。主な理由と
して、（１）新たに用地を確保する必要が
なく、現在の敷地内で早期に建設が可能で
ある。（２）現在地での建て替えの場合の
み、既存建物の解体費が合併特例債の対象
となるため財源的に有利である。（３）本
市のまちづくりは、中心市街地活性化事業
を主軸としており、市役所はその核となる
施設の一つであり、中心市街地区域外への
移転は、本市のまちづくりに多大な影響を
与えるなどであります。新庁舎は基本構想
の方針として「防災拠点として安心と安全
を確保した庁舎」があげられており、基本
設計の構造計画では免震構造を採用し、大
地震でも建物がほぼ無傷で、かつ建物内の
家具などがほとんど倒れない方式を採用、
さらに、地震による津波対策として「佐伯
市防災マップ」の津波による想定浸水深に
対応したものとなっております。また、３
月１１日に発生しました東日本大震災が、
想定外の津波被害をもたらしたことから、
国の中央防災会議では津波の想定高さの見
直しの検討が始められ、佐伯市においても
独自に避難の目安の見直しを行いました。
このことを受け、これまで災害対策本部室
やサーバー、電気室などの重要な機能を有
した部屋は３階以上に配置し、６階のフロ
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アは災害時の市民の一時避難場所としても
利用できるように計画しておりましたが、
安全性をさらに高めるために防災拠点とし
ての機能を配置している３階（地上9.8ｍ）
を5階（地上 17.8ｍ）に配置換えを行い
ました。これにより、今世紀前半に発生す
る可能性が高いと言われている東南海・南
海地震による大津波に襲われても、現在地
でも防災拠点は被害を受けず本部機能を十
分に発揮できると考えており、見直しの必
要性は感じておりません。次に、合併特例
債の使用期限延長及び使用範囲の拡大と建
設位置の見直しですが、このことについて
は、平成20年度から毎年、全国市長会を
通じて総務省に対し使用期限延長及び使用
範囲の拡大の提言を行っているところであ
りますが、現時点では合併特例債の延長等
については、措置されていない状況であり
ます。このような状況の中で、建設位置を
変更した場合、次のデメリットが考えられ
ます。（１）基本設計が完成し、本年９月
末完成予定の実施設計等今まで庁舎建設に
要した費用が無駄になる。（２）新たな建
設地が必要になり、用地取得に時間と経費
がかかる。（３）中心市街地以外の移転と
なると、今までの佐伯市を一新する開発プ
ロジェクトとなり、莫大な費用と時間がか
かる。（４）期間的に合併特例債の適用は
不可能である。以上のことを総合的に考え
た場合、建設位置の見直しをすべきではな
いと考えております。（高司議員への答弁）
新庁舎建設の是非や場所等を再検討する考
えはないかとの質問ですが、先日、清田議
員にもお答えしましたが、新庁舎の基本設
計は基本構想の方針の一つである「防災拠
点として安心と安全を確保した庁舎」を具
現化したものであり、大地震の際にも建物
はほとんど被害が生じないように免震構造
を採用しております。また、地震による津
波対策として、災害対策本部室やサーバー
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室、電気室などの重要諸室は３階以上に配
置し、防災拠点としての機能を確保してお
りましたが、３月１１日に発生した東日本
大震災を教訓に、安全性を更に高めるため
に、この防災拠点としての機能を５階部分
に配置換えを行いました。 今回の東日本
大震災により被災地の庁舎が倒壊あるいは
機能が麻痺した状態を考えますと一日でも
早く新庁舎を建設し、近い将来発生する可
能性が高いと言われている東南海・南海地
震の際にも、現在地で防災拠点としての機
能を十分に発揮できるものにしたいと考え
ております。

115 本匠 停電したときに非常用電源等、どこに、 停電時のバックアップ電源として7階発電 執行部の見解のとおりです。 総務
何階に確保しているのか等、災害時の 機室に非常用発電機設備を設置し電源を供 (47)
司令塔になるので、まったく意味がな 給する計画としています。
いのでは。今回の大震災を教訓に検討
すべきだと思う。

116 本匠 佐伯市も三陸海岸と同じようにリアス №１１4と同様。６月議会での清田議員、 執行部の見解のとおりです。 総務
式海岸なので大津波の可能性がある、 高司議員の一般質問に対する答弁のとおり (46)
そうしたときの新庁舎の防災上の対応 です。津波に関しての消防署の位置ですが、
ができているのか。消防署の位置がよ 旧庁舎より新庁舎は海（葛港区）より直線
かったのか。山間部も台風災害等起き 距離で、約５㎞程ありますので直接的な被
れば土石流が心配になる。避難所が土 害はないと思います。庁舎の防災上の対応
石流がくるところにある。見直しをす ですが、3階に一時的緊急避難場所として
るべきだと考えている。議会の見解は。 多目的ホール（GLから８，２m高・150

名程度収容可能）を設置しております。
117 本匠 旧郡部の振興等を真剣に考えてもらい 合併後設置されています地域審議会におい 執行部の見解のとおりです。 総務

たい。 て、それぞれの地域の振興策についてご協 (49)
議をいただいていますので、ご意見をお寄
せいただきたいと思います。なお、平成２
４年度から市の組織を見直し、全市的な見
地から地域振興に取り組む部署の設置につ
いて、現在検討中です。

118 本匠 庁舎の位置は、今の場所が最高だとい －－－－－ 市庁舎は、中心市街地活性化構想の中で 総務
うことで賛成したのか。 も核となる施設に位置づけられていま (48)

す。また、現在地での建て替えが財源的
にも有利な状況にあり、これらを総合的
に判断したものです。

119 本匠 津波対策について、今後議会がどう対 －－－－－ 議会としても現地調査を行うなど市の防 総務
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応するのか聴きたい。議会が現地視察 災対策に積極的に関与し、参画してまい (50)
などをし、今後の政策をどのように市 ります。
執行部に提案するのか。

120 本匠 海路を開発し、大きい船が接岸できる 佐伯市としましても、「１４ｍバース早期 執行部の見解のとおりです。 建設
ような大きい港を造るべきではないか。 供用開始」は、輸入貨物等の輸送船の大型 (17)

化に対応し、海上輸送コストの削減により、
地域産業の競争力の強化が図られるととも
に、東九州道の早期完成とあいまって、海
と陸の交通ネットワークが形成され、新た
な臨海型産業の立地に望みをつなぐもの
で、県南地域の発展のために重要な事業で
あると考えており、国、県等に要望活動を
行っております。今後も、引き続き早期供
用開始に向けた要望活動を行ってまいりた
いと考えております。

121 本匠 番匠川は荒れている。大変見苦しいよ 毎年、国交省が九州の一級河川２６河川の 番匠川水系の清流が損なわれないよう河 建設
うな、昔の姿は見る影もない。番匠川 水質ランキングを発表していて、近年６位 床施策など国・県に要請していく。 (16)
の清流が元のように戻せるよう努力し ～９位となっています。水質については、
てほしい。 本匠など上流部は透明度が高く良好な水質

を維持しています。ただ、河川内にアシ・
ヨシ等の植物が繁茂している箇所もあり、
必ずしも場所によっては景観が良いとは言
えない所があると考えています。又、平成
22年度には、清流を次の世代へ継承する
ため、市民共有の財産として保全すること
を目的に、清流保全条例を制定し、河川環
境に対する意識の向上・高揚を図っていま
す。

122 本匠 本匠東小・中学校舎の跡地が荒れ果て 現在グラウンド跡地については、地元老人 学校の跡地利用については、委員会とし 教民
ている。このような状況を議会はどの 会等が、ゲートボールやグランドゴルフ等 て意見集約はできていません。地元がど (7)
ようにとらえているのか。 で管理・使用していますが、校舎周辺等に う使いたいのかという意向を重視したい

ついては緊急雇用により順次草刈り等の管 と考えています。本匠東小・中学校跡地
理を行っています。 の管理を執行部へ確認したところ、グラ

ウンドについては、地元老人会等が管理
・使用しており、校舎周辺等については、
市が草刈等の管理を行っているとのこと
でした。

１23 本匠 津波の関係と中心市街地ばかりに気を 2008年のリーマンショック以来、企業の 先の議会報告会において、企業誘致関係 経産
とられているが、佐伯市の振興には企 設備投資は減少していますが、それでも毎 の御質問が多数を占めていたことを受け (10)
業誘致が重要だと考えるが、企業がこ 月多くの企業が工場の新設増設を行ってお まして、去る８月８日、企業誘致に係る
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ない。企業誘致の取組についてどうか。 り、企業の誘致活動を休むわけにはいきま 工場用地の実状等についての所管事務調
せん。佐伯市に工場を誘致するためには用 査を実施しました。現在、本市には、水
地がなければ呼ぶことができません。現在、 口工場用地、門前工場用地、三股工場用
市の工場用地は１～２ヘクタール程度の狭 地の三カ所があり、それぞれの立地を生
いものしかありませんので、10ヘクター かし、企業誘致を目指しています。本市
ルの土地を用意しているところです。 が用意している工場用地については、１

～２ヘクタールと比較的小規模の用地し
かないため、現在10ヘクタール規模の
工場用地を木立の永野地区に造成する計
画があります。地理的背景から10ヘク
タールの所有地に該当するのは永野地区
が適地であるとの判断にたってこの計画
をたてていること、また誘致する企業と
しては製造業をメインに考えています。
しかしながら、現在の円高が70円台に
推移したとき、日本の製造業にダメージ
を与えることが考えられることやこの工
場用地の整備が４年後の平成26年度に
終えるころには、製造業に関わる企業誘
致について、更に厳しい状況になること
も予想されることから、コンパクトな四、
五ヘクタールほどの工場用地が必要では
ないかとの意見が同委員会で出されまし
た。企業誘致については、他市との競争
が激化していますが、既存の三工場用地
に見合う企業の誘致活動についても更な
る取り組みが必要であると考えており、
本委員会としても所管事務調査を実施し
実状把握するとともに、本市のメリット
なども全面に出し、企業誘致に向け視察
時等機会があるごとにＰＲしていきま
す。

１24 本匠 大手前開発について、個人的には、何 －－－－－ 意見として把握します。 地開
らかの形で中心地を活性化することは (15)
必要だと思うが、今の計画で本当に賑
わいを取り戻せるのか。商業ゾーンは
コスモタウン、灘の方につくっている。
取り戻すのは難しい。議会の方で本当
にうまくいくのかどうかということを
チェックしてほしいし、どんどん提案
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してうまくいくよう取り組んでほしい。
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№ 会 場 議会報告会における意見・要望等 執行部の見解 議会（委員会）の回答 委員会
125 宇目 市民体育館にネーミングライツを活用 第２期行革プランにおける収入の確保策と 執行部の見解のとおりです。 総務

しては。 してネーミングライツや広告の掲載を行う (52)
こととしていますので、行政財産を管理す
る担当部署と協議したいと思います。

126 宇目 佐伯の警察署と消防署が移動した（す 佐伯市消防署は、津波の影響につきまして 執行部の見解のとおりです。 総務
る）理由は、何か。これまでの土地で は、南海地震や東南海地震が発生した場合、 (53)
は、津波が来れば機能が果たせなくな 佐伯湾には６～８mぐらいの津波が押し寄
るということを聴いた、これも要因の せる可能性（あくまでも想定の中で）があ
一つか。 るが、津波が番匠川を遡上しても新庁舎は

直接的な影響はないと思われる。消防新庁
舎は旧庁舎に比べ敷地も広く、３面道路に
囲まれ緊急時に出動しやすく、国道２１７
号バイパスが完成し市街地への緊急出動時
間も今の所問題はない、将来、臼杵・津久
見・佐伯の消防広域再編を考えるとアクセ
ス面で最適地である等の理由で現在の場所
に建設をしました。佐伯警察署については、
問い合わせたところ「建物の老朽化、バリ
アフリー化の必要性、耐震性の確保が建替
えの大きな理由であるが、現在の敷地では、
必要面積が確保できず移転となった。移転
先の土地に決定した特別な理由があるわけ
ではない。」とのことでした。

１27 宇目 宇目地区に市営住宅があったが２月に 空き部屋が発生した時点で、市営住宅の管 執行部の見解のとおりです。 建設
なくなった、市からは県住宅供給公社 理をしている大分県住宅供給公社が部屋の (18)
が調査しその後入札をすると聴いた。 破損等の状況を調査（大分から専門員が来
３か月たつが改修も未だにしていない。 て修繕箇所を調査）している。市営住宅の
立地場所もよい２階立ての住宅が３か 空き部屋については、市報で広報し入居者
月も放置されている。市の対応が遅い、 を随時募集している。この物件についても
スピードアップするよう求める。 募集をしているが入居者がまだいない物件

だと思われる。入居者の決定後に、先の公
社の調査した修繕箇所のリフォームを実施
する。（約１か月強かかる）。リフォーム完
了後に入居者に引き渡しとなっている。
入居予定者が決定していない時点では、リ
フォームは実施しない（修繕し長期間部屋
を放置すると再度修繕を要することになる
ため）。
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１28 宇目 運動公園の吊り橋に１億５０００万円 吊床版橋は、市道パークウェイ線を挟んで 執行部の見解のとおりです。 建設
も投じて、何人の市民が利用するのか。 体育館・プールなどがある南ブロックと、 (19)

野球場・陸上競技場などがある北ブロック
に総合運動公園が分かれていることから、
一体の総合運動公園として利用するため、
南ブロックの園路から北ブロックの展望台
広場に繋がる横断橋ということで設置いた
しました。利用者については数字的なもの
は把握していませんが、散策路・トレ－ニ
ングコ－スとして運動公園利用者に活用さ
れるものと考えております。

129 宇目 高齢化率が高まり宇目は２１年度で４ 今年度は、第５期老人福祉計画及び介護保 執行部に確認したところ、現在、第５期 教民
２．８％となっている、やがて２人に 険事業計画策定年度であります。高齢者ニ 老人福祉計画及び介護保険事業計画を策 (8)
１人が高齢者になる。佐伯市の３０％ ーズ調査や事業所への意向調査を行ってお 定しており、その中で高齢者ニーズ調査
の面積を宇目が持っている。この状況 り、これらの分析をもとに第５期における や事業所への意向調査を行い、その分析
にかかわらず、宇目には老人健康施設 施設整備をどうするか検討を行っていきま をもとに第５期（平成24年度から26年
がない、老後の生活に不安を抱え生活 す。 度）における施設整備について検討する
をしている。是非この広大な面積を持 とのことでした。委員会としても注視し
つ宇目に老健施設を造るように働きか ていきたいと思います。
けてほしい。

130 宇目 原子力発電が危ぶまれている。これ －－－－－ 地球温暖化等の自然環境、また東日本大 教民
からは自然エネルギーを利用するソ 震災による原発事故の影響を考えたと (9)
ーラーシステムだとか注目をされると き、本市の自然環境を利用した自然エネ
思う。電力不足を市民も心配しており、 ルギーへの取組について政策提言等を行
議員自身しっかり勉強し提案してほし えるよう、議員政策研究会において、『自
い。 然エネルギーについて』という政策課題

を選定し、調査研究を行っています。
131 宇目 大型船修理ドックに非常に興味あるが －－－－－ 地域の活性化策について、どの地域も特 経産

時間がないのでやめておく。高速道路 効薬を求めますが、具体的な取組となる (13)
開通により食観光により発展する可能 となかなか見いだせないのが実情です。
性が高い地域もある。その逆に国道３ 先進地のまねをしてもうまくいきませ
２６号沿いは、交通量も激減し、急に ん。宇目地域にあっては、林業及び林業
疲弊する可能性もある。こうした中、 に関連した産業が鍵を握ると思います。
宇目の活性化には、こんなことがいい
よというアドバイスを議員から聞かせ
てほしい。

132 宇目 林業を営んでおり鳥獣被害対策に頭を シカの有害鳥獣対策としましては、生息頭 執行部の見解のとおりです。 経産
痛めている。市長にも言ったが今の鳥 数の調整が急務だと考えております。その (11)
獣被害対策は税金の無駄遣いだ。鹿の ため、シカにつきましては、今年度は54,
生息域はどんどん拡大をしている。ど 000千円の予算を計上し、年間を通して１
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うも誤った認識のもと対策がとられて 頭当たり6,000円の報償金の対象とすると
いると思う。議会も実際に現地を見て、 ともに、生息頭数の多い地域で捕獲が進め
真剣に取り組んでもらいたい。なお、 られるよう、捕獲班員全員に佐伯市全域の
対策は周辺都市とも連携した取組が必 捕獲許可を出しております。この結果、平
要だ。議員さんたちは、なぜこうした 成21年度には9,423頭、平成22年度には
状況になったと考えるか。 8,693頭を捕獲しており、これは大分県の

シカの捕獲の約半数以上に当たる頭数で、
今後も引き続き積極的に捕獲を進め、シカ
の有害鳥獣対策を実施していきたいと考え
ております。

133 宇目 佐伯・大手前の活性化とか、基本が崩 同上 同上 経産
れている旧町村からシカがなくなれば (12)
と、これだけ疲弊した高齢化社会の中
で限界集落ばっかりが危惧している。
佐伯だけが活性化というのは考えにく
い、そこら辺りの有害鳥獣対策をしっ
かり考えてほしい。

134 宇目 大手前再開発についても津波の来る範 市街地再開発事業にて建設する、再開発ビ 津波被害を想定したときに大手前開発事 地開
囲だと思う、この災害を教訓にして、 ルは、基本計画では、商業住宅棟が地上４ 業はすべきでないとの御意見ではありま (16)
津波の来ない所での開発をすべきでは 階、公共棟が地上５階となっており、避難 すが、事業の進捗状況を考えたとき、委
ないか。被害が予想される所に、わざ ビルの要件は満たしている。今後、外から 員会としては、執行部に対し、大手前開
わざ巨額を投じて開発をするのか。 中に逃げ込むための避難階段も設置を検討 発事業における防災対策について確認し

する必要があると考えている。土地区画整 ました。再開発ビルは避難ビルとして、
理事業にて整備する2,000㎡の広場は、オ また道路や広場・公園は、避難路、避難
ープンスペースなので避難路として機能の 場所として対応できるということであ
向上が見込まれる。また新設する幅員８㍍ り、またこれからも防災対策については
の区画道路は、既存と比較して避難性の高 検討していくということでした。
い公共空間が保持できると考えている。ま
た、津波が発生しない地震については、道
路・公園・広場が避難路はもちろん避難場
所としても対応でき、２次火災の延焼防止
のためのスペースにもなり得る。

135 宇目 大手前の土地については、旧壽屋跡地 －－－－－ 意見として把握します。 地開
を市が購入した佐藤市長時代からの経 (17)
過もある、開発をするに当たっては、
まず当初に住民に対する説明が必要で
あったと考える。


